
資料２　〔事務事業シート〕 平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

1

2

3

9

旭区ブランド・お宝を活用したウォーキングマップの作成およびウォーキングの開催、ガイド
養成講座の開催、芸術創造館と市民との共同事業の実施、コーディネーター・講師養成講
座の開催

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

旭区全体の活性化につなげることを目的としているため、将来的に区民が主体的に活動で
きるよう公の立場で支援していく必要がある

現時点では、区民が自主的な活動を行うまでの意識の醸成が行われていないため、活動
の担い手となる市民を養成する等の支援が必要である自主的活動への基盤が築かれたと
は言えず、少しずつ進捗している「旭区わがまちビジョン」の実現が中断する可能性がある

旭区わがまちビジョン推進会議のメンバー等
平成１６・１７年度を通じて議論を重ねて旭区の目指す方向性をとりまとめた「旭区わがま
ちビジョン」の実施に向けて取り組んできた推進会議メンバー等を相手方としてきた

66001

　区民と共につくる“ほっと”なまち旭（新）

   「旭区未来わがまちビジョン」の推進に向け、旭区再発見事業として「旭区ブランド」を活
用したウォーキングマップの作成、親子劇場フェスタなど芸術創造館との共同事業の実施
や城北公園を活用した講習会等を開催し、活気あふれるまちづくりを図り、旭区全体の活性
化につなげる。

旭区ブランド・旭わがまちお宝に関する区民の認知度を２０％、城北公園の来園経験を区民
の５０％、芸術創造館への来館経験を区民の５％とする。

市
が
関
与
す
る
必
要
性

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

8　市民活動支援業務

現時点では、区民が自主的な活動を行うまでの意識の醸成が行われていないため、活動
の担い手となる市民を養成する等の支援が必要である

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可） エ　法人・団体（その他）、

ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

イ　法人・団体（NPO等市民活動団体）　　セ　個人・世帯（対象者限定せず）
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担当： 旭区役所　総合企画担当

1

2

66001

　区民と共につくる“ほっと”なまち旭（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

13 見直しの計画

年度

無し

Ｈ１８ Ｈ１９

マップ作成枚数、ウォーキング参加者数、ガイド講座受講者数、芸術創造館参加者数、講師養成講
座受講者数

目標値

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）

Ｈ21

マップ作成15,000部、ウォーキング参加者１００人、ガイド講座受講者１０人、芸術創造館
参加者2,700人、講師養成講座受講者２０人

区民にとっては、旭区への愛着心を強めるとともに、広く市民の参加を得て、若者や親子が
集う活気あふれるまちづくりに資することにより、区全体を活性化させる

本事業により指導者の育成を図り、市民ボランティアとして協働の比率を高めていく。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

A-3

イ.中期(Ｈ24～27)

Ｈ２０

実績値

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

実績値

目標値

Ｈ１８ Ｈ１９

マップ作成、ウォーキング２回、ガイド講座１講座、芸術創造館２事業、講師養成講座２回

Ｈ２０

ウォーキングマップの作成、ウォーキング開催回数、ガイド養成講座数、芸術創造館協働時行数、
講師養成講座開催回数

徐々に自助共助の気運は出てきているが、補完できるほど進捗していない

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

1
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担当： 旭区役所　総合企画担当

1

2

66001

　区民と共につくる“ほっと”なまち旭（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

―

事業の企画調整、予算決算、運営管理、契約事務

―

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

起債（特別債）

(2)
Ｈ
21
年
度

使用料・手数料

府支出金

3,727   千円

事業の実施・運営にはボランティアも関与している

市単独事業

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

国庫支出金

市
費

起債（一般債）

差引一般財源

基金繰入金

差引一般財源

基金繰入金

3,727   千円

報償費（48千円）需用費（2,157千円）役務費（255千円）委託料（1,267千円）

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

国庫支出金

事業の区分

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

0   千円
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額 0   千円

特
定
財
源

諸収入等内
訳

内
訳

予算額

起債（特別債）

アドバイザー派遣、広報紙デザイン、講習会講師派遣(２１年度1,267千円）

市
費

特
定
財
源

諸収入等
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担当： 旭区役所　総合企画担当

1

2

66001

　区民と共につくる“ほっと”なまち旭（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

再任用・非常勤嘱託

2号

その他

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

仕分けの適否 対象外

合　計

0.6        人

2号

0.6        人

その他

H21年度の担当部署名 旭区役所　総合企画担当

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.0        人

0.0        人

3号

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

1号

3号

再任用・非常勤嘱託

1号

合　計
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

東部4区合同「淀川100年未来に向けて」シンポジウム（新）

これまで淀川に守られてきた東部４区の区民が一同に会して、シンポジウムを実施し、4区
連携ネットワークを構築する。その成果を持ち帰って、地元区民に情報発信し、河川への理
解、関心、愛着を再認識させる事業

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66002

各地域の実情に応じて様々な切り口で始まっている河川に対する区民レベルでの取組み
を、一つの点に結び、その成果を各地域に還元することで、各区での活動を飛躍的に広
げ、河川への理解、関心、愛着を再認識させ、河川災害に対する意識啓発や河川ごみのポ
イ捨て減少につなげる。

これまで淀川に守られてきた東部４区の区民が一同に会して、シンポジウムを実施し、4区
連携ネットワークを構築する。各区民団体が自ら、その成果を持ち帰って、地元区民に情報
発信し、河川への理解、関心、愛着を再認識させる。

イ　法人・団体（ＮＰＯ等市民活動団体）　　シ　個人･世帯（地域による限定）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

8　市民活動支援業務

４区では住民による各区の実情に合わせて区役所と連携した環境、憩いなど独自の取り組
みが萌芽している。シンポジウムを通じて４区連携ネットワークを立ち上げ、住民相互や住
民と行政、学識経験者をつなぐ場を組織することによって、日常的な信頼関係を築き、相互
の情報を共有し、おのおのの「つよみ」を活かしながら、これからの河川の環境、治水、まち
づくりのそれぞれの課題を住民と協働で解決していく。

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

河川にかかるそれぞれの課題は東部４区の共通課題として認識し、地域の関係者が情報
や問題意識を共有し、より良い河川となるよう努力を積み重ねていくことによって解決され
る。行政（４区や国・府）、住民・住民団体（４区の活動団体）、学識経験者（淀川学・大阪工
業大学）が連携を積極的に行い、お互いの役割分担を常に確認するためには、課題が生じ
た時だけでなく、日常的な信頼関係を築くことが重要であり、そのための住民相互や住民と
行政との間をつなぎコーディネートする「場」が必要になってくる。

行政（４区や国・府）、住民・住民団体（４区の活動団体）、学識経験者（淀川学・大阪工業大
学）が連携を積極的に行い、お互いの役割分担を常に確認するためには、課題が生じた時
だけでなく、日常的な信頼関係を築くことが重要であり、そのための住民相互や住民と行政
との間をつなぎコーディネートする「場」づくりに影響が生じる。

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

団体：都島区：大川かたずけ隊、旭区：淀川クリーンキャンペーン、城東区：城北川アメニ
ティゾーン化計画実行委員会、鶴見区：クリーン井路作戦
理由：市民協働で河川にかかる地域課題解決に取り組んでいる団体
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

東部4区合同「淀川100年未来に向けて」シンポジウム（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66002

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

シンポジウムは４区連携ネットワークのキックオフ、「場」づくりであり、構築された４区連携
ネットワークは共助で補うことは可能である。

目標値

シンポジウムの参加者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値

130名

４区での河川関連の取り組み回数、参加者数、マスコミ掲載数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値

目標値

ア.短期(Ｈ22～23)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

４区での河川関連の取り組み回数　８回、参加者数　２０００人、マスコミ掲載数　２紙

河川に対する区民レベルでの取組みは、各地域の実情に応じて様々な切り口で始まってい
る。各地域での活動を、一つの点に結び、原点に立ち返り再認識すること、その成果を各地
域に還元することで、各区での活動を飛躍的に広げることになる。

A-3

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

H21 ・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）0

Ｈ21
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

東部4区合同「淀川100年未来に向けて」シンポジウム（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66002

－

イベント開催・運営にはボランティアも関与している。

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

「事業の企画立案」、「進行管理」、「予算・契約」、「４区調整」

－

「シンポジウム運営」(21年度、５１１千円）

使用料・手数料

諸収入等

市単独事業

0   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 0   千円

国庫支出金

府支出金

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

511   千円

0   千円

差引一般財源

委託料

511   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

東部4区合同「淀川100年未来に向けて」シンポジウム（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66002

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

1号

2号

その他

0.0        人合　計

3号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.1        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

1号 0.1        人

2号

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

  城北公園エリア活性化対策事業
（企画調整事業費）

  旭区の地域資源である城北公園や城北公園で栽培されている「花しょうぶ」、「菊」等を活
用した事業を城北公園事務所と共同で実施し、城北公園に集客を図ることにより、旭区全
体の活性化につなげていく。
また、大阪工業大学と連携し、淀川ワンド環境保全活動に取り組む。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66003

・城北公園の資源を活用した事業実施による、城北公園エリアの活性化（城北公園内の資
源の認知度向上）
・大阪工業大学と連携した淀川ワンドの環境美化

・城北公園の資源を活用したイベント・講習会の実施
・大阪工業大学と、地域住民等と連携した「淀川クリーンキャンペーン」（城北ワンド周辺の
ゴミ拾いなどの清掃活動）の実施
・各事業については、区の広報紙やホームページを活用して周知に努める。

エ　法人・団体（その他）　　セ　個人・世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

大阪工業大学

8　市民活動支援業務

城北公園エリアの活性化を図るためには、本市が積極的に城北公園を活用した事業等を
実施し、城北公園の魅力を広く区民・市民にアピールしていく必要がある。
また、大学と地域住民との連携についても、当面の間は市がパイプ役となり連携を深めて
いく必要がある。

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

城北公園は、大阪市の公園であり、城北公園への集客を図り、旭区の活性化につなげてい
くためにも、本市が積極的に城北公園を活用した事業を実施することにより、より多くの区
民・市民に城北公園の魅力を発信していく必要がある。

城北公園については、菖蒲園開園時期や菊の開花時期には比較的多くの来園者がある
が、その他の時期については来園者が減少する可能性がある。また、「淀川クリーンキャン
ペーン」については、大学と地域住民との連携がなくなる可能性がある。

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

協働の相手方：大阪工業大学
旭区内にある大学であり、従前より淀川に関する活動を行っていたこともあり、淀川ク
リーンキャンペーンを実施するにあたり、区役所と大学、地域住民等が連携して城北ワン
ド周辺のゴミ拾いなどの清掃活動を実施することとした。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

  城北公園エリア活性化対策事業
（企画調整事業費）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66003

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

城北公園の資源を活用した事業については、本市の資源を活用した事業であることから、
市民が自主的に実施することは困難である。また、「淀川クリーンキャンペーン」について
は、実施自体は自助での実施も可能であるが、現在、区において行っている区民への実施
日等の周知が無くなった場合、どれだけの地域住民が参加するかは不明。

目標値 ― 12 16

イベント、講座等の事業実施回数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 ― 13 15

19

事業参加者総数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

2855

実績値 ― 602 3978

目標値 ― 315

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

城北公園の資源を活用した事業については、当該事業以外にも緑化リーダーの活動の場としての事
業も実施しており、今後、緑化リーダーを活用した事業をするなど、市民と協働した事業を展開してい
きたいと考えている。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

2790

平成１９年度開始事業であるが、平成１９年度よりも平成２０年度の方が、事業実施回数、
事業参加者総数とも増加しており、区民の認知度は上昇している。前年度の事業参加者が
次年度にも参加するとともに知人等に周知することにより城北公園のアピールにもつながっ
ている。

E

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

H１９
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

  城北公園エリア活性化対策事業
（企画調整事業費）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66003

―

―

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

事業の企画立案、進行監理、予算決算、大学等関係先との連絡調整

―

―

使用料・手数料 0   千円

諸収入等

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

その他（764千円）

764   千円

国庫支出金 0   千円

府支出金 0   千円

使用料・手数料

0   千円

起債（一般債） 0   千円

起債（特別債） 0   千円

基金繰入金 0   千円
差引一般財源 764   千円

国庫支出金 0   千円

府支出金 0   千円

0   千円

諸収入等 0   千円

起債（一般債） 0   千円

起債（特別債） 0   千円

基金繰入金 0   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

720   千円

382   千円

差引一般財源

その他（720千円）

720   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

  城北公園エリア活性化対策事業
（企画調整事業費）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66003

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.2        人1号

2号

その他

0.2        人合　計

3号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.3        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

1号 0.3        人

2号

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

区民ボランティアやNPO法人等と協働で実施している事業であるが、運営全般を全て任せ
てしまうことは困難であると考えており、全体的な流れの構成や関係先との連絡調整、必要
物品の調達等について、本市として実施していく必要がある。

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

協働の相手方　：　NPO法人　ウィズしろきたパーク、旭区民音楽祭実行委員会
NPO法人ウィズ城北パークは、城北公園エリアの活性化を図っているNPO法人であり、従前よりボ
ランティアでフェスティバルの進行管理や会場の警備等を依頼している。また、旭区民音楽祭実行
委員会は、毎年秋に開催している「旭区民音楽祭」の運営等を依頼している関係から、「花しょうぶ
と音楽の夕べ」についても出演者の選出、当日の進行管理等を依頼している。

区民ボランティアやNPO法人等との協働事業として実施しており、当日の運営については、
ある程度任せることも可能であるが、現時点では、関係先との連絡調整等の事前準備や必
要物品の調達等については、本市が実施しているため、本市が施策として廃止した場合に
は、継続実施が困難になると思われる。

6月初旬の土曜日・日曜日に城北公園を会場にフリーマーケット、各種教室やふれあいス
テージ等に取組む「花しょうぶフェスティバル」と、城北菖蒲園を夜間開放して、ライトアップ
した中で野外コンサートを行う「花しょうぶと音楽の夕べ」を、多数区民参加のもとにボラン
ティア、NPO法人、区内官公署・事業所と協働で開催

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

「花しょうぶフェスティバル」「花しょうぶと音楽の夕べ」とも区民ボランティアやNPO法人と協
働で実施しているところであるが、現時点では、全ての運営を区民ボランティア等に任せる
ことは困難であり、全体的な流れの構成や関係先との連絡・調整、必要物品の調達等につ
いては、本市が関与していく必要がある。

8　市民活動支援業務

イ　法人・団体（NPO等市民活動団体）　　セ　個人・世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

・区の花“ハナショウブ”の普及と城北公園エリアの活性化
・花と緑あふれる潤いのある旭区のまちづくり機運の高揚
・NPO法人や地域団体と連携して実施することによる旭区全体の活性化

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66004

  花しょうぶフェスティバル開催事業
（企画調整事業費）

  区の花である「花しょうぶ」の普及と城北公園エリアの活性化をめざし、城北公園、城北菖
蒲園を舞台にボランティア、ＮＰＯ法人、区内官公署・事業所、旭区内の経済団体等と協働
で花しょうぶフェスティバルを開催する。花しょうぶフェスティバルの開催により、花と緑あふ
れる潤いのある旭区のまちづくり機運の高揚を図る。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66004

  花しょうぶフェスティバル開催事業
（企画調整事業費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

H ３ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

既に、区民ボランティアやNPO法人との協働により事業を実施しているところであるが、今後、ボラン
ティア等による自主運営が可能な内容については、可能な限り自主運営に移管していきたいと考えて
いる。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

40000人

「花しょうぶフェスティバル」「花しょうぶと音楽の夕べ」とも来場者は年々増加している。
来場者の中から、他の時期にも城北公園を訪れる方が出てくるなど、城北公園の活性化に
つながっている。

E

実績値 31800 37200 41500

目標値 21000 32000 40000

25団体

来場者総数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 20 46 56

目標値 20 40 50

これまでも、当日の運営（進行管理等）については、区民ボランティアやNPO法人等に依頼
している。現在、本市が関与している関係先との連絡調整や必要物品の調達等のうち、関
係先との連絡調整については、リーダー的な役割を担うことができる団体が育てば可能で
あると考えられるが、必要物品の調達等については、自助・共助での補完は困難である。

出演団体総数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66004

  花しょうぶフェスティバル開催事業
（企画調整事業費）

基金繰入金 0   千円

1,595   千円

2,210   千円

差引一般財源

起債（一般債） 0   千円

起債（特別債） 0   千円

使用料・手数料 0   千円

諸収入等 0   千円

国庫支出金 0   千円

府支出金 0   千円

差引一般財源 2,026   千円

委託料（714千円）、使用料及び賃借料（644千円）、その他（237千円）

1,595   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債） 0   千円

基金繰入金 0   千円

諸収入等 0   千円

起債（一般債） 0   千円

府支出金 0   千円

使用料・手数料 0   千円

委託料（1445千円）、使用料及び賃借料（422千円）、その他（159千円）

2,026   千円

国庫支出金 0   千円

イベント開催・運営にはボランティア・NPO法人も関与している

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

事業の企画立案、予算・決算、連絡調整

―

―

―
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66004

  花しょうぶフェスティバル開催事業
（企画調整事業費）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 1.0        人

2号

1.0        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.3        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

0.3        人
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

現時点では、区民等による完全な自主的活動を行うには至っておらず、協働している各団
体間の調整が必要

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

旭区商店会連盟、旭区母と子の共励会、生江地域まちづくり委員会、NPO法人ウイズし
ろきたパーク
旭区および城北公園周辺の活性化に向けて活動している団体を相手方としている

協働団体のみでの事業実施は体制上困難であるため、旭区の活性化という目的が達成さ
れない可能性が大である

城北公園エリアの活性化を図っているNPO法人や旭区の経済団体と連携して開催すること
により、旭区全体の活性化を図る

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

旭区全体の活性化につなげることを目的としているため、公の立場で支援していく必要があ
る

8　市民活動支援業務

イ　法人・団体（NPO等市民活動団体）　　セ　個人・世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

城北公園で開催される「城北菊花展」に合わせ、「菊まつり」を開催することにより「菊花展」
を広くアピールし、潜在的な菊花ファンにとどまらない集客効果をもたらして旭区全体の活
性化につなげていく

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66005

  あさひ菊まつり開催事業
（企画調整事業費）

  城北菊花展や城北公園で栽培されている「菊」の普及と城北公園エリアの活性化をめざ
し、ボランティア、ＮＰＯ法人、区内官公署・事業所、旭区内の経済団体等と協働であさひ菊
まつりを開催する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66005

  あさひ菊まつり開催事業
（企画調整事業費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

H１８ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

協働団体の事業実施体制の充実を見据えながら協働の比率を高めていく。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

10,000

２０年度は、雨天のため来場者が少なかったが、第３回目の開催となり区民の認知度も上
昇してきており「旭区わがまちビジョン」にも取り上げられている「人が集まる場」づくりの一
環として旭区の活性化に資する

E

実績値 5,000 10,000 1,000

目標値

1

来場者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 1 1 1

目標値 1 1 1

協働団体等により保管できるだけの体制が整っておらず、現状では非常に困難である

開催回数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66005

  あさひ菊まつり開催事業
（企画調整事業費）

基金繰入金

793   千円

669   千円

差引一般財源

起債（一般債）

起債（特別債）

使用料・手数料

諸収入等

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 546   千円

需用費（208千円）役務費（6千円）使用料よび賃借料（579千円）

793   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債）

基金繰入金

諸収入等

起債（一般債）

府支出金

使用料・手数料

需用費（157千円）役務費（6千円）使用料よび賃借料（383千円）

546   千円

国庫支出金

事業の実施運営はボランティアも関与している

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

事業の企画調整、予算決算、運営、契約事務
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66005

  あさひ菊まつり開催事業
（企画調整事業費）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.3        人

2号

0.3        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.1        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

0.1        人
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

かなりな部分で市民の自主的・主体的な活動により実施しているが、区の広報媒体の提供
や当日の舞台管理にかかる費用面での支援が必要である。

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

旭区民音楽祭実行委員会
　区民が音楽祭を開催するために自ら立ち上げた実行委員会であるため

区内の企業による協賛金により開催費用の大部分を賄っているが、今般の経済情勢の悪
化から資金不足に陥り、開催できなくなる可能性もある。

旭区民音楽祭実行委員会と連携して開催していく。区広報紙・ホームページやチラシの町
会回覧などを活用し広報に努める。

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

文化創造活動の活性化、芸術家が発表できる機会の創出および音楽を通じた地域活性化
のため、より充実した事業実施を進めるため、側面からの支援が必要である。

8　市民活動支援業務

イ法人・団体（NPO等市民活動団体）　ウ法人・団体（公共的・公益的団体）　セ個人・世
帯（対象を限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

世代を超え、ジャンルを超えて温かい環境のもとで音楽を発表できる場所を提供し、また、
多くの人たちに足を運んでもらい気軽に「聴く」楽しみとしての音楽を提供することにより音
楽を通じた精神的な豊かさにより元気な地域づくりを行う。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66006

  「旭区民音楽祭」開催支援事業
（企画調整事業費）

  「旭区未来わがまちビジョン」のテーマのひとつである「地域が元気になるイベントづくり」
にも合致することから、区民が自主的・主体的に立ち上げた「旭区民音楽祭実行委員会」を
支援し、「第４回　旭区民音楽祭２００９」を開催する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66006

  「旭区民音楽祭」開催支援事業
（企画調整事業費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

H１８ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

協働内容について見当を加えながら、さらに団体での業務比率を高めていく。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

1000

当音楽祭への区民の関心は高く、出演希望者も増加してきており、入場者数も多数にの
ぼっているため元気な地域づくりを担う事業であると考える。

E

実績値 1500 1500 1000

目標値

1

入場者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 1 1 1

目標値 1 1 1

現在もすでにかなりな部分を協賛金とボランティアの支援により開催しているが、本市の支
援が得られなければ事業の存続は困難であると思われる。

実施回数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66006

  「旭区民音楽祭」開催支援事業
（企画調整事業費）

基金繰入金

300   千円

946   千円

差引一般財源

起債（一般債）

起債（特別債）

使用料・手数料

諸収入等

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 500   千円

委託料

300   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債）

基金繰入金

諸収入等

起債（一般債）

府支出金

使用料・手数料

委託料

500   千円

国庫支出金

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

企画立案のオブザーバー、広報業務、舞台管理費の支出
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66006

  「旭区民音楽祭」開催支援事業
（企画調整事業費）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.2        人

2号

0.2        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.1        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

0.1        人
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

会場の提供と広報活動等行政の持つ有効な手段を活用している。

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

音楽の祭日日本事務局
日本において、「音楽の祭日」としてライブコンサートを開催するためには、本事務局に承
認・登録される必要があるため

現状では、旭区での開催は不可能となり、当区の文化振興策が後退する。

音楽の祭日日本事務局と連携して開催していく。区広報紙やホームページ等を｢活用し広
報に努める。

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

文化活動の場の充実、区民センター等の身近な施設における文化イベントの企画・実施を
支える仕組みづくりを進めることは重要な政策課題であるため。

8　市民活動支援業務

イ法人・団体（NPO等市民活動団体）　セ個人・世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

全世界で「音楽の祭日」として同日開催されるライブ音楽イベントを旭区で開催し、文化振興
や国際交流の活性化をめざす。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66007

  「音楽の祭日」参画事業
（企画調整事業費）

  文化振興及び国際交流の活性化を目的として、全世界で「音楽の祭日」として同日開催さ
れるライブ音楽イベントを旭区で開催する。
　旭区において開催することにより、音楽を通して文化の振興と国際交流に貢献する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66007

  「音楽の祭日」参画事業
（企画調整事業費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

H１９ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

協働内容について見当を加えながら、さらに団体での業務比率を高めていく。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

450

１９年度は予想外に多数の入場者があったため、２０年度は２日間にわたり計２会場で開催
した。クラシック音楽に接することが少ない方が気軽に来場し聴くことができる本コンサート
の開催により旭区の文化振興に役立つ

E

実績値 300 520

目標値

1

入場者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 1 2

目標値 1 2

音楽の祭日日本事務局は、会場の確保や開催地周辺での広報活動は行っていないため、
事業の存続は困難となる。

開催数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66007

  「音楽の祭日」参画事業
（企画調整事業費）

基金繰入金

312   千円

358   千円

差引一般財源

起債（一般債）

起債（特別債）

使用料・手数料

諸収入等

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 403   千円

需用費（１９５千円）役務費（１７千円）委託料（１００千円）

312   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債）

基金繰入金

諸収入等

起債（一般債）

府支出金

使用料・手数料

需用費（２０３千円）委託料（２００千円）

403   千円

国庫支出金

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

事業の企画調整、予算決算、運営管理、契約事務
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66007

  「音楽の祭日」参画事業
（企画調整事業費）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.1        人

2号

0.1        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.1        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

0.1        人
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

現時点では、商店街に事業を企画立案するノウハウがないため、当面の間、行政が事業実
施の手助けをする必要がある。最終的には、商店街が自主的な事業を実施していく方向で
考えている。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

協働の相手方：旭通商店会、城北商店街、NPO法人リサイクル活動機構かどま
両商店街については、城北公園からの導線となる商店街であり、また、商店街自身が活
性化に向けた努力をしているため。また、NPO法人については、これまでの当区の事業
で実績があること及び、比較見積で安価であったため

現時点では商店街に事業実施のためのノウハウ等がないため、事業廃止により、取組みが
中断してしまう可能性が高い。

・商店街の空き店舗等を活用し、買い物途中でも気軽に参加できる文化講習会を開催
・城北公園を主軸にした隣接する商店街で実施することにより、公園来園者を区内の商店
街へと誘導

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

商店街の活性化という面では、商店街自身が担っていく必要があるが、現時点ではノウハ
ウ等がないため、当面の間、本市と商店街が協働で事業を実施することにより、商店街にノ
ウハウ等を引き継ぎ、将来的には商店街自身が事業を行っていく方向で考えている。

8　市民活動支援業務

セ　個人・世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

・気軽に参加できる講習会の提供
・城北公園から最寄駅までの導線を作ることによる旭区の活性化

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66008

  商店街の空き店舗を活用した文化講習事業
（企画調整事業費）

  商店街の空き店舗等を活用し、定期的にリサイクルをテーマとした講習会を開催する。
買い物の途中で気軽に参加できる講習会を開催することで、商店街への集客を図る。ま
た、城北公園から千林などへの導線をつくり旭区の活性化にもつなげる。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66008

  商店街の空き店舗を活用した文化講習事業
（企画調整事業費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

H２０ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

地元商店街及びNPO法人と協働で実施している事業であり、双方の連携が密に行われるようになっ
た時点で、行政は後方支援にまわる予定である。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

480名

平成20年度からの新規事業であるが、概ね、予想人数を上回る受講者が集まっていた。
なお、平成21年度については、連続講座として実施する予定である。

E

実績値 ― ― 231

目標値 ― ― 200

12回

参加者総数（平成21年度については、参加者延人数）

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 ― ― 5

目標値 ― ― 5

商店街がノウハウ等を習得した後であれば、自助・共助による補完が可能である。

実施回数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66008

  商店街の空き店舗を活用した文化講習事業
（企画調整事業費）

基金繰入金 0   千円

318   千円

0   千円

差引一般財源

起債（一般債） 0   千円

起債（特別債） 0   千円

使用料・手数料 0   千円

諸収入等 0   千円

国庫支出金 0   千円

府支出金 0   千円

差引一般財源 114   千円

委託料（280千円）、その他（38千円）

318   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債） 0   千円

基金繰入金 0   千円

諸収入等 0   千円

起債（一般債） 0   千円

府支出金 0   千円

使用料・手数料 0   千円

委託料（114千円）

114   千円

国庫支出金 0   千円

事業の運営、会場確保には関係商店街も関与している

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

事業の企画立案、予算・契約

―

NPO法人リサイクル活動機構かどまへの事業委託（28千円）

―
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66008

  商店街の空き店舗を活用した文化講習事業
（企画調整事業費）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.1        人

2号

0.1        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.1        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

0.1        人
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

現在、当該事業に参画している区民には、「地域史」作成のみに参画してもらっているた
め、地域史を活用した事業を企画立案し、実行するノウハウはないため、当面の間は、行政
が関わり、「地域史」を活用した事業を実施する機会や場所を提供するなどの支援が必要
である。最終的には、区民が主体的に企画運営を行い、行政は側面支援に移行していく方
向で考えている。

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

協働の相手方：公募区民
公募の区民に「地域史編集者」として、企画段階から冊子編集まで全般に関わってもら
い、区民の手による地域の人だけが知る、身近な歴史を中心とした「地域史」作りをめざ
しているため

公募の区民による「地域史」づくりを行っているため、事業廃止により、「地域史」づくりや地
域史講座の実施が中断してしまう恐れがある。

・公募区民に企画段階から取材・聞き取り調査、冊子編集にいたるまで参画してもらい、「地
域史」を作成
・出来上がった地域史の発表会を開催する中で「地域の語り部」や地域史講座ボランティア
スタッフを育成

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

これまで、身近な地域の歴史をまとめた「地域史」は作成されておらず、区民から作成に対
する要望の声があがってきたため、公募区民と協働で区内各地域の「地域史」の作成を
行ってきた。「地域史」の作成自体は、今年度が最終年であるため、今後は、作成に携わっ
た区民が主体となって作成された「地域史」を活用した事業を企画していくことが求められる
が、現時点では、企画に係るノウハウがないため、当面の間は、活動の場の提供など行政
が携わる必要がある。

8　市民活動支援業務

シ　個人・世帯（地域による限定）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

・旭区の身近な歴史や伝統の継承
・「地域の語り部」の育成（区民ボランティアの養成）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66009

  まちづくりネットワーク育成事業
（企画調整事業費）

  公募の区民が「地域史編集者」として参画し、ワークショップを開催する中で旭区３地域の
「地域史」を作成する。参画区民に企画から冊子編集まで全てに関わってもらい、区民の手
による身近な歴史を中心とした「ここにしかないもの」づくりをめざす。また、地域史の作成や
発表会等を開催する中で協働のまちづくりを担う人材の育成・確保をめざす。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66009

  まちづくりネットワーク育成事業
（企画調整事業費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

Ｈ１８ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

ア.短期(Ｈ22～23)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

「地域史」作成自体が今年度で終了するため、今後のあり方については改めて検討する必要がある。
方向性としては、「地域の語り部」の養成など、「地域史」を活用した事業への移行を検討している。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

１５名

当初は、毎年２地域の地域史を作成する予定であったが、参加区民にノウハウが蓄積され
てきたため、平成２０年度からは１年に３地域の地域史を作成することになった。
なお、公募区民については、ある程度参加者が固定してきており、作成に関するノウハウは
蓄積されたと思われる。

E

実績値 20 17 17

目標値 15 15 15

３地域

公募区民数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 2 2 3

目標値 2 2 2

「地域史」づくりについては、これまでに経験を積んでこられた区民がいるため、引き続きの
作成も可能であるが、作成した「地域史」を活用した取組みについては、現在のところ、区民
にノウハウがないため、自助で補完することは困難。

「地域史」作成地域数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66009

  まちづくりネットワーク育成事業
（企画調整事業費）

基金繰入金 0   千円

1,531   千円

1,499   千円

差引一般財源

起債（一般債） 0   千円

起債（特別債） 0   千円

使用料・手数料 0   千円

諸収入等 0   千円

国庫支出金 0   千円

府支出金 0   千円

差引一般財源 1,531   千円

委託料（1,500千円）、その他（31千円）

1,531   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債） 0   千円

基金繰入金 0   千円

諸収入等 0   千円

起債（一般債） 0   千円

府支出金 0   千円

使用料・手数料 0   千円

委託料（1,500千円）、その他（31千円）

1,531   千円

国庫支出金 0   千円

―

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

予算・契約

―

総合調査設計（株）への事業委託（1,500千円）

―
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66009

  まちづくりネットワーク育成事業
（企画調整事業費）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.1        人

2号

0.1        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.1        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

0.1        人
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

様々な活動に少しでも区民に参画してもらうための支援であるため。

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

旭区わがまち推進会議
平成１６・１７年度を通じて議論を重ねて旭区の目指す方向性をとりまとめた「旭区わがま
ちビジョン」の実現に向け取り組んできた。

紹介内容が更新されず、住民主体のまちづくり推進が停滞する。

個々の団体において取り組まれているまちづくり活動を紹介していくことにより、団体間の連
携を図り、ネットワーク構築の足がかりとする。そのために行政として取組みや成果の紹介
をしていく。

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

行政として住民主体のまちづくりを進めていくきっかけとするために支援していくことが必要
である。

8　市民活動支援業務

ウ法人・団体（公共的・公益的団体）　セ個人・世帯（対象限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

「旭区わがまちビジョン」の実現に向けた取組みを旭区民全体に理解してもらう。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66010

  まちづくり活動広報等支援事業（新）
(企画調整事業費）

  区民により１０年後のまちの姿を描いて策定された「旭区未来わがまちビジョン」を実現す
るために、区民が自主的・主体的に立ち上げた「旭区未来わがまちビジョン推進会議」の活
動を支援する。また、その他まちづくりに関わる団体等の情報などを紹介する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66010

  まちづくり活動広報等支援事業（新）
(企画調整事業費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

H２１ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

ア.短期(Ｈ22～23)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

協働内容については検討を加えながら、団体での業務比率を高めていく。
ただし、個別の事業としては見直しを進めるが、地域のニーズや課題への対応ができなくなるため、
区の自主企画事業予算全体としては一定確保が必要である。

E

実績値

目標値

５項目（未来わがまち会議活動経過、推進会議活動経過等）

アクセス件数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値

目標値

区ホームページ内での広報のため、当区職員以外は操作できず情報の更新に支障がで
る。

紹介項目数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66010

  まちづくり活動広報等支援事業（新）
(企画調整事業費）

基金繰入金

315   千円

0   千円

差引一般財源

起債（一般債）

起債（特別債）

使用料・手数料

諸収入等

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 0   千円

委託料

315   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債）

基金繰入金

諸収入等

起債（一般債）

府支出金

使用料・手数料

0   千円

国庫支出金

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

事業の企画立案、予算決算、運営管理、契約事務

39/56



1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66010

  まちづくり活動広報等支援事業（新）
(企画調整事業費）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.1        人

2号

0.1        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.0        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

区政に関する情報や事業については、区役所が責任を持って発信する必要がある。

Ｃ－３　【導入困難】その他

ボランティアの人にポスター・チラシ等を掲出してもらう手伝いをしてもらうことが考えられる
が、掲出する時期が不確定のため、掲出依頼が難しい。

行政運営上の基本となる業務である。

　・旭区内の５つの地下鉄の駅にカタログケースつき広報掲示板を設置し、情報提供をして
いく。

g　行政内部の運営管理業務であるため

正確で迅速な情報収集と情報提供を行うために市の関与が必要である。

4　行政が自己の名で直接執行すること自体に意義がある業務

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

　行政情報・地域情報など、区からの情報提供・情報公開に対する区民の満足度の向上。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66011

　地下鉄駅広報コーナー（新）
（企画調整事業費）

情報媒体を増やし、「市政・区政に関する情報を誰もが容易に入手できる」環境をつくり、
様々な場所でスペースを確保し、情報発信を推進していくため、区内地下鉄駅内に、広報
掲示板とカタログスタンドを設置し、通勤・通学者や旭区への来訪者などに情報提供をして
いく。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66011

　地下鉄駅広報コーナー（新）
（企画調整事業費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

Ｈ２１ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

　予算的には２１年度の単独事業であり、設置後は掲出物の拡充をしていく必要があると考
える。

ア.短期(Ｈ22～23)

f　市実施（事業規模の拡大）

より積極的に、行政情報等の受発信について検討する必要がある。

　地下鉄を利用する方とりわけ通勤・通学等で毎日のように利用する方を対象に、区政情
報を発信でき、またこの掲示板で区内居住者だけでなく旭区への来訪者へも区内の情報を
提供でき、旭区の魅力をＰＲできる。

F

実績値

目標値

旭区内の地下鉄駅にそれぞれ１基ずつ計５基の掲示板を設置

定量的に測定することはできない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値

目標値

行政運営上の基本となる業務である。

広報掲示板の設置台数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66011

　地下鉄駅広報コーナー（新）
（企画調整事業費）

基金繰入金

453   千円

0   千円

差引一般財源

起債（一般債）

起債（特別債）

使用料・手数料

諸収入等

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 0   千円

その他

453   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債）

基金繰入金

諸収入等

起債（一般債）

府支出金

使用料・手数料

0   千円

国庫支出金

　―

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

　広報掲示板の設置、チラシ・広報紙等の掲出

　―

　―

　―
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66011

　地下鉄駅広報コーナー（新）
（企画調整事業費）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.2        人

2号

0.2        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.0        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

区政に関する情報や事業については、区役所が責任を持って発信する必要がある。

Ｂ－３　【導入可能性あり】その他

区政情報に対する説明責任を有しているので、主体的に関与する必要があるが、紙面の企
画・編集に市民の意見を反映させるなど市民協働の可能性があると考えている。

行政運営上の基本となる業務である。

・　区広報紙の発行
・ 　ホームページの更新
・　区民情報コーナーの運営

b　市民が基本的な生活を営むうえで必要な生活環境水準の維持・確保を目的とした事務
事業であるため
正確で迅速な情報収集と情報提供を行うために市の関与が必要である。

4　行政が自己の名で直接執行すること自体に意義がある業務

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

市政・区政に関する情報を全区民に発信し、全区民と情報を共有する。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66012

広報関連事業
（区の広報紙・区のホームページ経費・区民情報コーナー）

　区が取り組む政策や行政サービスを区民に正確に伝えるため、区広報紙発行と、区ホー
ムページの運用管理を行う。
　区民に行政情報等を提供するため、情報コーナーを運営する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66012

広報関連事業
（区の広報紙・区のホームページ経費・区民情報コーナー）

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

Ｈ８ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

市が主体的に実施すべきであるが、内容については改善の余地があり、主な事業対象であ
る区民の目で見てより分かりやすいものとするため、企画・編集作業において、市民の意見
を反映させるなど市民協働の可能性がある。

行政運営上の基本となる業務である。

B、E

実績値

目標値

①不明　　②５４６,０００部

定量的に測定することはできない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 ①542,230　②546,000 ①563,708　②546,000 ①不明　　　②546,000

目標値

行政運営上の基本となる業務である。

①ホームページアクセス数　②広報紙発行部数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66012

広報関連事業
（区の広報紙・区のホームページ経費・区民情報コーナー）

基金繰入金

7,630   千円

9,756   千円

差引一般財源

起債（一般債）

起債（特別債）

使用料・手数料

諸収入等

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 8,767   千円

委託料　・　その他

7,630   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債）

基金繰入金

諸収入等

起債（一般債）

府支出金

使用料・手数料

委託料　・　その他

8,767   千円

国庫支出金

　―

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

区広報紙の編集発行、区ホームページの運営管理、予算・契約・決算、情報コーナーの運
営

　―

　―

　―
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66012

広報関連事業
（区の広報紙・区のホームページ経費・区民情報コーナー）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 2.4        人

2号 0.0        人

0.0        人

2.4        人

3号 0.0        人

その他 0.0        人

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.0        人

その他 0.0        人

2.1        人

0.0        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号 0.0        人

2.1        人
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

市民と直接対話することで市民の意見・要望やニーズを把握し、それに対する考え方や方
向性を行政自ら説明する責任がある。

Ｃ－１　【導入困難】事務事業の性質上、市民協働の導入が不可能である。

行政が市民等から直接意見を聴くことに意義がある。

市民ニーズを的確に把握できなくなる。

「市民の声」「アンケート箱」「なにわ元気アップ会議」等により市民の意見・要望を把握す
る。

g　行政内部の運営管理業務であるため

市民と直接対話することで市民の意見・要望やニーズを把握し、それに対する考え方や方
向性を行政自ら説明する責任がある。

4　行政が自己の名で直接執行すること自体に意義がある業務

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

市民の声をはじめ区役所に寄せられた意見・要望等を市政・区政に反映する。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66013

広聴関係事業
（市政・区政へのアイデア事業、市民の声事業、市長とふれあいタイム）

「市民の声」「アンケート箱」「なにわ元気アップ会議」等により区民の意見、要望、苦情など
を直接聴き、市民の意見・要望を把握する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66013

広聴関係事業
（市政・区政へのアイデア事業、市民の声事業、市長とふれあいタイム）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

H８ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

　　「市民の声」として、本市市政に関する市民からの意見・要望等を常時受け付け、市民へ
の説明責任を果たすべく適切な処理を行い、市政に反映していくことが、市政運営上、不可
欠である。

ウ.拡充

f　市実施（事業規模の拡大）

より積極的に、市民の声を聴く様々なツール（区政モニターなど）について検討する必要がある。

「市民の声」「アンケート箱」「なにわ元気アップ会議」等により寄せられた意見の範囲では、
一定、市民の意見は局・区の担当に伝達し、認識されている。

B、E

実績値

目標値

100%

定量で判断することは難しい

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 94%

目標値

行政として市民の苦情・要望・意見を受け付ける業務であり、自助・共助で補うという性質の
ものではない。

市民の声受理件数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66013

広聴関係事業
（市政・区政へのアイデア事業、市民の声事業、市長とふれあいタイム）

基金繰入金

140   千円

62   千円

差引一般財源

起債（一般債）

起債（特別債）

使用料・手数料

諸収入等

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 260   千円

その他

140   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債）

基金繰入金

諸収入等

起債（一般債）

府支出金

使用料・手数料

その他

260   千円

国庫支出金

　―

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

　　市民の声処理、なにわ元気アップ会議企画・運営、市政・区政のアイデア処理、予算・決
算

　―

　―

　―
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66013

広聴関係事業
（市政・区政へのアイデア事業、市民の声事業、市長とふれあいタイム）

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.9        人

2号

0.9        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.6        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

0.6        人
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総合企画担当

花苗の育成については、市民主体での実施が可能であるが、花苗の育成場所の確保や学
校等との連携に係る調整については、行政が実施する必要がある。

Ａ－２　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、
ボランティア団体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

協働の相手方：個人としての市民（グリーンコーディネーター、緑化リーダーを含む）
グリーンコーディネーターや緑化リーダーと、区民ボランティアや小学校児童が協働で取
組むことにより、グリーンコーディネーターや緑化リーダーが持っている緑化の知識を活
用した取組みが可能となるため。

花苗の育成自体については、市民主体での取組みが可能であるが、花苗の育成場所の確
保が困難になると考えられるため、事業自体が成り立たなくなる可能性がある。

・グリーンどーディネーター、緑化リーダー、ボランティア及び小学校の児童が協働で行政の
支援のもと、種から花苗を育成
・城北公園を活用し、公募のボランティアにより種から花苗を育成
・育てた花苗をまちなかの公園、道路、学校などの公共空間に設置

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

区民が自分たちの手で種から花苗を育て、育てた花苗を地域の公園や道路などの公共空
間に設置する事業であり、区民が自主的に運営していくことが理想であるが、花苗の育成
場所の確保や学校等との調整については、区民独自で行うことは困難であるため、行政が
関与する必要がある。

8　市民活動支援業務

シ　個人・世帯（地域による限定）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

・市民と協働での花と緑のまちづくりの推進
・不法投棄や不法駐輪の抑止

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66014

  種から育てる地域の花づくり事業

  グリーンコーディネーター、緑化リーダー、ボランティア及び小学校の児童と先生が協働し
て、行政の支援のもと小学校の校庭で種から花苗を育てる。また、城北公園を活用し公募
のボランティアにより種から花苗を育てる。育てた花苗をまちなかの公園、学校などの公共
空間に設置する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66014

  種から育てる地域の花づくり事業

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

H１６ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

小学校の校庭を活用して花苗を育成するとともに、今年度からは、城北公園を活用した区民ボラン
ティアによる花苗育成にも取組んでいる。今後は、より多くの小学校区での事業実施をめざすととも
に、グリーンコーディネーターや緑化リーダーをはじめとした区民ボランティアとの連携を密にした事業
を進めていく方向で検討している。

1430人

１校あたりの参加者数が増加してきている。また、それに伴い、育成する花苗の数も増加し
ており、地域への花苗の設置が広がってきている。

Ａ－３

実績値 1136 1400 1941

目標値 1000 1200 1400

6校

参加者数（グリーンコーディネーター、緑化リーダー、区民ボランティア、小学校児童）

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 5 6 8

目標値 5 6 8

花苗の育成については、市民主体での取組みが可能であるが、育成場所の確保について
は、自助での補完が困難である。

実施小学校数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66014

  種から育てる地域の花づくり事業

基金繰入金 0   千円

1,339   千円

878   千円

差引一般財源

起債（一般債） 0   千円

起債（特別債） 0   千円

使用料・手数料 0   千円

諸収入等 0   千円

国庫支出金 0   千円

府支出金 0   千円

差引一般財源 1,314   千円

その他

1,339   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債） 0   千円

基金繰入金 0   千円

諸収入等 0   千円

起債（一般債） 0   千円

府支出金 0   千円

使用料・手数料 0   千円

その他

1,314   千円

国庫支出金 0   千円

―

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

事業の企画立案、進行管理、予算・契約

―

―

―
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総合企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66014

  種から育てる地域の花づくり事業

旭区役所　総合企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.2        人

2号

0.2        人

3号

その他

合　計

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

その他

0.2        人

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

0.2        人
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平成21年度　　
担当： 旭区　区民企画担当

1

2

3

9

資料２　〔事務事業シート〕

地域防災マニュアル・避難所（収容・一時・協力企業等）カルテの作成
企業等へ協力依頼（災害発生時における一時避難所の提供や救助用資器材の提供等）
人的協力企業等に救助用資器材を配備　　　（防災アンケートを実施し、協力企業の増を目指す）
各連合町会・団体への図上訓練等参加型研修（ワークショップ・タウンウォッチング等）の継続的実施
各町会や区社会福祉協議会など団体と連携し、収容避難所開設訓練や災害時要援護者の人数等の
把握を進めていく

c　市民の生命・財産・権利を守るために必要な規制・監視・指導等を行う事務事業である
ため

災害発生時における、警報・避難勧告の伝達から収容避難所の開設・運営にいたるまで、
より一層地域と区役所が一体となった防災の取り組みを継続していく必要がある。

市民の災害への関心は高いが防災意識が希薄であるという傾向にあり、また、これまで地
域主催での防災への取り組みがほとんど行われていない状況であるため、本事業を廃止
することにより市民の生命・財産及び安心・安全なまちづくりのコミュニティ活動にも影響が
ある。

協働の相手方：区地域振興会・連合振興町会及び地域防災リーダー等の市民活動団体
理由：連合振興町会の組織は赤十字奉仕団を兼ねており、市への最大の協力団体である
ため、連合振興町会を中心に市民活動団体と連携し、広域的な防災の取り組みが可能とな
るため。

66015

自助・共助を基本とする地域災害対策体制の確立

　官民を問わず地域が収集した避難所の調査データと災害時に避難所や救助資器材の提
供が可能な企業を調査・協力依頼し、避難所提供協力企業の調査データとを合わせて『避
難所カルテ』を作成し住民に周知するとともに、それらの災害時協力企業等に救助資器材
を計画的に配備し地域住民が行う防災活動の環境整備等を行う。

災害発生時に、近隣や地域における自助・共助による救出救助等の実効性の高い災害対
策体制の確立を図る。災害時協力企業との協定の締結数の増や災害時要援護者の状態
や人数の把握を、地域と連携して行っていく。

市
が
関
与
す
る
必
要

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

5　危機管理のため行政の責任において直接実施すべき業務

災害発生時における、初期段階における地域での救出・救助体制、また、警報・避難勧告
の伝達から収容避難所の開設・運営にいたるまで、地域防災体制を確立するには、地域と
区役所が一体となった防災の取り組みが必要であり、自助・共助に基づく地域防災体制づく
りにおいて、地域と行政が地域に応じた情報等を共有するために、公助の取り組みは不可
欠であり、継続的な取り組みが必要である。

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可） エ　法人・団体（その他）、

ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

ア　法人・団体（民間企業）　イ　法人・団体（NPO等市民活動団体）　セ　個人･世帯(対象
者限定せず)
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担当： 旭区　区民企画担当

1

2

66015

自助・共助を基本とする地域災害対策体制の確立

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

13 見直しの計画

年度

無し

ー
a30社　b　0件
c15ヶ所　d　0人

Ｈ１８ Ｈ１９

a災害時協力企業数　　　　b避難所カルテ作成件数
c救助用資器材の配備数　d要援護者名簿登録件数

ー

１５回　　３００名

目標値

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）

Ｈ20

a企業数６０社　b避難所カルテ１２０件
c資器材の配備２０ヶ所　d要援護者登録数１３９０人

災害発生時に、近隣や地域における自助・共助による救出救助等の災害対策をすすめるこ
とや、実効性を高めるための、協力企業を増やすことや、避難所カルテの作成や避難所の
自主運営が自助・公助に基づく防災体制の確立につながっていく。

本事業は自助・共助を基本とする地域防災対策体制の確立を目指すもので、特に地域防災の体制づ
くりは地域により防災意識等も異なり、地域が共通の高い防災意識をもつよう、継続的に取り組む必
要がある。そのため、地域防災リーダーなど地域防災関係者による自主運営を、公助として側面支援
を行っていく。今後も地域での自発的なワークショップを重ねることにより、新たな防災の問題点を意
識し、解決に向け自主的に取り組む市民に対して、公助として側面支援は不可欠である。よって本事
業は平成22年度に一旦見直しを行うが、地域ニーズに根ざした市民との協働による地域防災活動・
体制づくりの推進のため、十分な検証を行った上で重点政策事業として拡充が必要である。

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

A-3

ア.短期(Ｈ22～23)

ー ー
a30社　b　0件
c15ヶ所　d833人

Ｈ２０

１１回　　３５０名実績値 ー ー

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

実績値

目標値

Ｈ１８ Ｈ１９

ー ー

１５回　　３００名

Ｈ２０

図上訓練、ワークショップの実施回数　参加者数

本事業は重点政策予算事業として、地域ニーズに根ざした市民との協働を趣旨に、自助・
共助を基本とする地域災害対策体制の確立を目指すものであり、特に地域防災の体制づく
りは地域特性や地域での防災意識も異なるため、継続性を持った取り組みが必要であると
考える。よって現時点では自助・共助で補うことは難しく、自助・共助で補うという性質のもの
ではないと考えている。

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

22

0
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担当： 旭区　区民企画担当

1

2

66015

自助・共助を基本とする地域災害対策体制の確立

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

一

事業の企画調整、予算決算、市民団体・危機管理室・他区との情報交換・調整

一

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

起債（特別債）

(2)
Ｈ
21
年
度

使用料・手数料

府支出金

3,137   千円

一

市単独事業

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

4,387   千円

国庫支出金

市
費

起債（一般債）

差引一般財源

基金繰入金

差引一般財源

基金繰入金

3,137   千円

⑨

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

国庫支出金

事業の区分

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

⑨

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

4,387   千円
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額 0   千円

特
定
財
源

諸収入等内
訳

内
訳

予算額

起債（特別債）

一

市
費

特
定
財
源

諸収入等
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担当： 旭区　区民企画担当

1

2

66015

自助・共助を基本とする地域災害対策体制の確立

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

再任用・非常勤嘱託

2号

その他

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

仕分けの適否 対象外

合　計

0.9        人

2号

0.9        人

その他

H21年度の担当部署名 旭区　区民企画担当

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.0        人

3号

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

1号

3号

再任用・非常勤嘱託

1号

合　計
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1

2

3

9

資料２　〔事務事業シート

市
が
関
与
す
る
必
要

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66016

「地域安全対策」プロジェクト
（地域安全対策・地域安全対策（消耗品））

・地域の安全・安心パトロールの実施
・児童の登下校の安全見守り
・道路・公園等の巡視、巡回（放置自転車・不法投棄）
・幼稚園・保育所等の巡視、巡回
・地域安全の確保に関わって地域ニーズや地域の特性により生じる課題の把握
・交通安全に関する業務
・らくがき防止業務

セ　個人・世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

街頭犯罪や声かけ事案の防止や区内の危険箇所の解消とともに区民の防犯意識の醸成
を図り、安全安心のまちづくりを進める。

・地域の安全・安心パトロールの実施
・児童の登下校の安全見守り
・道路・公園等の巡視、巡回（放置自転車・不法投棄）
・幼稚園・保育所等の巡視、巡回
・地域安全の確保に関わって地域ニーズや地域の特性により生じる課題の把握
・交通安全に関する業務
・らくがき防止業務

c　市民の生命・財産・権利を守るために必要な規制・監視・指導等を行う事務事業である
ため

地域の安全確保については、自助・共助で完結しないため、一定の市の関与が期待されて
いる。

5　危機管理のため行政の責任において直接実施すべき業務

地域の安全確保については、自助・共助で完結しないため、一定の市の関与が期待されて
いる。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

相手方：旭区安全なまちづくり推進協議会
理由：地域住民・自主子ども見守り隊等と協働することにより安全・安心の意識向上にな
る。

区として地域住民に対して、犯罪、事故等の未然防止、抑止を図ることが出来なくなる。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66016

「地域安全対策」プロジェクト
（地域安全対策・地域安全対策（消耗品））

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

自助・共助では完結しない。

安全パトロール実施件数（小公園・幼稚園等の巡視、園外保育同行、その他実施業務の
計）

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値 16,061 17,808 17,508

17,445

定量的に測定することはできない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値

毎日の安全パトロールにより、巡視点検カードで連絡し関係機関の補完業務を行っており、
その成果として事故、犯罪の抑止に役立っている。

A-3

ア.短期(Ｈ22～23)

e　市実施（要改善）

技能職員の効果的な配置の観点から巡視体制を見直し経費の削減を図る。

H18 ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66016

「地域安全対策」プロジェクト
（地域安全対策・地域安全対策（消耗品））

事業の企画立案、運営、予算・契約・決算、関係機関との連絡調整等

ー

ー

ー

らくがき防止事業は保育所等に協力を求め実施している。

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

需用費、役務費

642   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 642   千円

需用費、役務費

409   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

409   千円

854   千円

差引一般財源

7/28



1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66016

「地域安全対策」プロジェクト
（地域安全対策・地域安全対策（消耗品））

1号

2号 4.9        人

0.5        人

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.0        人

その他 0.0        人

5.4        人

再任用・非常勤嘱託

5.4        人

3号 0.0        人

その他 0.0        人

合　計

1号 0.5        人

2号 4.9        人

旭区役所　区民企画担当

仕分けの適否 対象外
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1

2

3

9

資料２　〔事務事業シート

市
が
関
与
す
る
必
要

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66017

区交通安全啓発事業
（交通事故をなくす運動区推進本部事業、めいわく駐車追放運動、高齢者交通事故ゼロの
日、交通安全運動の推進）
・交通事故の発生を抑止し、安全安心なまちづくりを進めるため、交通事故をなくす運動旭
区推進本部、交通安全協会、警察署などと連携し交通安全にかかる啓発を実施する。

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

・交通ルールの遵守の徹底など、区民の交通安全意識の高揚。

・春、秋の全国交通安全週間期間における街頭指導啓発活動の実施。
・めいわく駐車追放運動における啓発活動の実施。

a　法律等の規定により義務付けられている事務事業であるため　(根拠法令等の明示)

・「交通安全対策基本法」に基づき、行政が主体的に実施する責務があるため。
　（交通安全対策基本法第4条）

1　法令の規定により行政が直接実施しなければならない業務

・法律に基づき、行政が主体的に実施。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

相手方：交通事故をなくす運動旭区推進本部。
理由：交通安全の啓発を行う団体であるため。

・交通ルールの遵守の徹底など、区民の交通安全意識の高揚に支障をきたすため。

9/28



1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66017

区交通安全啓発事業
（交通事故をなくす運動区推進本部事業、めいわく駐車追放運動、高齢者交通事故ゼロの
日、交通安全運動の推進）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

・自助・共助では完結できない。

啓発物の配付数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 13,000 13,000 13,000

実績値 15,050 13,080 13,350

13,000

定量的に成果をはかりがたい。

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値

・春、秋の交通安全啓発活動には地域住民が多数参加しており、交通安全の普及啓発に
大きな役割を果たしている。

Ｂ　Ｅ

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

・交通安全意識の高揚を図るため、啓発の手法や規模について、より効果的な業務執行の
観点から見直す必要があるとともに、他の地域安全対策と総合化を図る必要がある。

S３８ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66017

区交通安全啓発事業
（交通事故をなくす運動区推進本部事業、めいわく駐車追放運動、高齢者交通事故ゼロの
日、交通安全運動の推進）

事業の企画立案、運営、予算・契約・決算、関係機関との連絡調整等

ー

ー

ー

ー

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

消耗品費

374   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 374   千円

消耗品費

244   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

244   千円

303   千円

差引一般財源
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66017

区交通安全啓発事業
（交通事故をなくす運動区推進本部事業、めいわく駐車追放運動、高齢者交通事故ゼロの
日、交通安全運動の推進）

1号

2号 2.8        人

0.4        人

合　計

3号

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.0        人

その他 0.0        人

3.2        人

0.0        人

再任用・非常勤嘱託

3.2        人

3号 0.0        人

その他 0.0        人

合　計

1号 0.4        人

2号 2.8        人

旭区役所　区民企画担当

仕分けの適否 対象外
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1

2

3

9

資料２　〔事務事業シート

市
が
関
与
す
る
必
要

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　区民企画担当

本事業を廃止することにより市民の生命・財産及び安心・安全なまちづくりの活動にも影響
があるなど、地域防災力の維持・向上が困難になる。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

協働の相手方：区赤十字奉仕団
理由：住民の大多数が加入している団体であるため

5　危機管理のため行政の責任において直接実施すべき業務

地域の自主防災活動と市の地域防災計画との整合性が確保され、効果的な防災活動が展
開される必要がある。

a　法律等の規定により義務付けられている事務事業であるため　(根拠法令等の明示)

災害対策基本法に基づいて策定された基本計画を市町村の責務として実施する必要があ
る。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66018

区防災対策事業（区震災訓練・地域防災リーダーの育成・地域防災活動の支援（危機管理
室・市民局)・防災会議関係経費）

　地域住民及び防災関係機関等による応急対策の連携強化をめざし、地域防災訓練の支
援、地域防災リーダーの募集、育成を行う。

地震災害時の応急対策における地域住民及び防災関係機関等の連携強化による地域防
災力の向上。

・地域防災訓練の支援
・地域防災リーダーの募集・育成
・市（区）震災訓練の実施

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66018

区防災対策事業（区震災訓練・地域防災リーダーの育成・地域防災活動の支援（危機管理
室・市民局)・防災会議関係経費）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

地域防災力の向上を図るための訓練の内容をより実践的なものとして改善するとともに企
業市民にも広めることにより市民との協働を拡大する必要がある。

地域住民の防災に対する関心を高めるとともに、災害時の役割が明確になることにより地
域防災力の向上に資する。

Ａ－４

実績値

目標値

２８回　2100人

定量的に成果をはかりがたい。

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 １７回　　1233人 ２３回　　1712人 ２３回　1750人

各連合図上訓練・ワークショップの実施回数　　参加者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 １６回　　1160人 ２３回　　1570人 ２７回　1880人

防災対策を行うことは行政の責任であり、自助・共助だけで完結することはできない。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66018

区防災対策事業（区震災訓練・地域防災リーダーの育成・地域防災活動の支援（危機管理
室・市民局)・防災会議関係経費）

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

2,827   千円

3,656   千円

差引一般財源

委託料(493千円）　その他（2334千円）

2,827   千円

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

3,142   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源

使用料・手数料

諸収入等

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料(493千円）　使用料賃借料（26千円）　その他（2623千円）

3,142   千円

国庫支出金

府支出金

一

一

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

事業の企画調整、予算決算、地域団体・危機管理室・他区との情報交換、
区応急対策要綱の整備

一

一
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　区民企画担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66018

区防災対策事業（区震災訓練・地域防災リーダーの育成・地域防災活動の支援（危機管理
室・市民局)・防災会議関係経費）

旭区役所　区民企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 1.7        人

2号 1.0        人

合　計

再任用・非常勤嘱託

2.7        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

その他

1.6        人合　計

3号

0.9        人

0.7        人1号

2号

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。
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1

2

3

9

資料２　〔事務事業シート

市
が
関
与
す
る
必
要

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　区民企画担当

・コミュニティの衰弱。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

協働の相手方：区地域振興会、区地域女性団体協議会など多数の団体
理由：区内各種団体で行う行事のため。

8　市民活動支援業務

・自助共助では限界があるため。

h　その他

コミュニティ活動を進めるうえで、コミュニティの活性化は本来地域住民が主体的に実施す
べきではあるが、近年はコミュニティ意識の希薄化が進む中、地域住民のつながりを作り出
す機会を行政が提供する必要があるため。

コミュニティの活性化

地域住民相互の連帯感を高め、コミュニティづくりを推進するためコミュニティ協会へ業務委
託しコミュニティ育成事業を企画・実施する。
・区民まつり　・区民文化のつどい　・こども文化祭　・たこあげ大会　・各種講習会等　・コ
ミュニティだよりの発行　・コミュニティスタッフ研修　・区民ギャラリー運営

セ　個人世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

コミュニティ育成事業
（コミュニティ関係費）

地域住民相互の連帯感を高め、コミュニティづくりを推進するため、区コミュニティ協会に業
務委託し、コミュニティ育成事業を企画・実施する。
・区民まつり　・区民文化のつどい　・こども文化祭　・たこあげ大会　・各種講習会等　・コ
ミュニティだよりの発行　・コミュニティスタッフ研修　・区民ギャラリー運営

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66019
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　区民企画担当

コミュニティ育成事業
（コミュニティ関係費）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66019

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

Ｈ12

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

コミュニティの活性化は本来地域住民が主体的に取り組むべき事項であるが、近年コミュニティ意識
の希薄化が進む中で、行政としての関与のあり方について検討する必要がある。

・コミュニティ意識の醸成が一定図られている。

Ａ－４、Ｂ

実績値

目標値

52回、55000人

定量的に量れない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 38回、53000人 48回、52700人 48回、53000人

各種行事、講習会、自主事業の実施数。　参加者数。

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 35回、52000人 40回、52000人 48回、53000人

・自助共助では限界があるため。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　区民企画担当

コミュニティ育成事業
（コミュニティ関係費）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66019

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

2,282   千円

3,075   千円

差引一般財源

委託料

2,282   千円

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

2,647   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源

使用料・手数料

諸収入等

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料

2,647   千円

国庫支出金

府支出金

－

イベントの開催時には、各種団体も関与している

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

予算決算

－

（財）旭区コミュニティ協会への事業委託（２，２８２千円）
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　区民企画担当

コミュニティ育成事業
（コミュニティ関係費）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66019

旭区役所　区民企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.7        人

2号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.7        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

その他

0.7        人合　計

3号

0.7        人1号

2号

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。
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1

2

3

9

資料２　〔事務事業シート

市
が
関
与
す
る
必
要

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　区民企画担当

区役所附設会館の廃止は、コミュニティ活動に支障をきたす。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

指定管理受託者が旭区コミュニティ協会であるため、結果として事業運営面でも市民協
働が進んでいる

9　民間委託等にかかる指導・監督業務

コミュニティ活動の拠点を必要としている市民にとっては、今後とも引き続き施設の維持管
理は行政が行う必要がある。

g　行政内部の運営管理業務であるため

大阪市区役所附設会館条例に基づく公の施設であるため、行政が主体的に運営する必要
がある。

コミュニティの活性化と施設の維持管理

指定管理者制度導入による民間事業者による施設の管理運営

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

区役所附設会館管理運営経費

区役所附設会館の使用申し込み等の貸館業務やコミュニティ活性化のための事業実施。
施設の維持管理業務

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66020
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　区民企画担当

区役所附設会館管理運営経費

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66020

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

Ｈ11

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

運営面でより市民協働を進めていく必要があり、効果的な運用や市民協働の水準を一定確保する為
にも、今後の指定管理者の公募のあり方のついて検討する必要がある。

地域コミュニティ活動の拠点として活用されている。

F

指定管理者と4年間の協定を締結しているため、期間中の内容変更ができないため

実績値

目標値

55%

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 33.3%・142,645 47.6％・157,044 54.6%・217,032

利用率（稼動率）・利用者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 50%・165,000 50%・165,000 50%・180,000

指定管理者制度を導入しているため、自助・共助による補完という性質のものではない。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　区民企画担当

区役所附設会館管理運営経費

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66020

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

57,167   千円

71,359   千円

差引一般財源

委託料（６７，３６３）　　その他（３）

67,366   千円

10,199   千円

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

58,359   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源

使用料・手数料 8,897   千円

諸収入等

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料

67,256   千円

国庫支出金

府支出金

ー

指定管理者制度を導入し、現在旭区コミュニティ協会は管理運営委託

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

指定管理委託事業の管理・監督・指導

ー

使用料徴収事務、受付、貸し館運営（67,366千円）
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　区民企画担当

区役所附設会館管理運営経費

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66020

旭区役所　区民企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.5        人

2号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.5        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

その他

0.5        人合　計

3号

0.5        人1号

2号

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。
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1

2

3

9

資料２　〔事務事業シート

市
が
関
与
す
る
必
要

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　区民企画担当

地域における自主的な環境美化活動の定着が困難になる。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

協働の相手方：すきやねん大阪市民運動旭区実行委員会
理由：この事業を行うため設立された団体であるため

8　市民活動支援業務

行政が関与しなければ事業遂行が困難である。

f　市の個性・特色を発展・創造し、或いは国内外に情報発信し、または魅力を高めること
を目的とした事務事業であるため

環境美化啓発を行うためには行政の主導が必要である。

地域における自主的な環境美化活動を定着させる。

区民まつりや区地域振興大会をはじめとする各種行事で、環境美化意識の啓発を行う。

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

すきやねん大阪環境美化推進事業
（すきやねん大阪・環境美化）

昭和58年から展開されている「すきやねん大阪市民運動」の趣旨にのっとり、より良い地域
社会づくりのため環境美化を推進するためのＰＲ広報等の啓発活動を行う。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66021
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　区民企画担当

すきやねん大阪環境美化推進事業
（すきやねん大阪・環境美化）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66021

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

ｓ58

ア.短期(Ｈ22～23)

e　市実施（要改善）

「すきねん大阪］市民運動を含む事業全体を抜本的に見直す必要がある。

本事業について、一定、地域による活動は定着している。

Ｂ

実績値

目標値

4

定量的に量れない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 4 4 4

啓発事業数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 4 4 4

自助･共助では完結できない。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　区民企画担当

すきやねん大阪環境美化推進事業
（すきやねん大阪・環境美化）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66021

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

0   千円

309   千円

差引一般財源

0   千円

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

70   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源

使用料・手数料

諸収入等

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料

70   千円

国庫支出金

府支出金

ー

ー

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

事業の企画調整、予算決算、

ー

ー
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　区民企画担当

すきやねん大阪環境美化推進事業
（すきやねん大阪・環境美化）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66021

旭区役所　区民企画担当

仕分けの適否 対象外

1号 0.0        人

2号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.0        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

その他

0.0        人合　計

3号

0.0        人1号

2号

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。
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資料２　〔事務事業シート〕 平成21年度　　
担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

h　その他

　「教育基本法（第１２条）」、「社会教育法（第３条）」、「生涯学習の振興のための施策の推
進体制等の整備に関する法律（第１１条）」において、社会教育・生涯学習の振興に努める
よう謳われており、本市においても、市民の学習活動を総合的に支援することを目的に「生
涯学習大阪計画」を策定しているため。

8　市民活動支援業務

　「教育基本法（第１２条）」、「社会教育法（第３条）」、「生涯学習の振興のための施策の推
進体制等の整備に関する法律（第１１条）」において、社会教育・生涯学習の振興に努める
よう謳われており、本市においても、市民の学習活動を総合的に支援することを目的に「生
涯学習大阪計画」を策定しているため。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

生涯学習推進員連絡会
区民参加の生涯学習推進のため、区内各種団体で構成された生涯学習推進のネット
ワーク組織であるため。

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性
〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

・生涯学習情報提供、・人材の発掘と支援、・市民との協働事業、・地域教育資源ネットワー
ク事業、・教育コミュニティづくり支援（生涯学習活動発表、交流会の実施）、・地域連携支援
事業、・主催講座、・自主講座

公助が廃止されれば、生涯学習推進員の活動に影響が出ることもあり、区民に対する生涯
学習の機会が減少する。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66022

生涯学習推進事業
（区における生涯学習推進事業、生涯学習ルーム事業、家庭教育充実事業）

人間尊重と共生、「市民力」をはぐくむ生涯学習の推進、まなびを基本とした「コミュニティ」づくり、地
域を生かした学びのネットワークという基本視点に立った、区域における生涯学習事業を総合的にす
すめていく。
・生涯学習推進体制の整備
　　（１）生涯学習推進委員会の設置、（２）生涯学習推進計画進捗状況調査
・自立と協働の生涯学習社会づくり推進事業
　　（１）生涯学習情報提供、（２）人材の発掘と支援、（３）市民との協働事業
・小学校の特別教室を活用した「生涯学習ルーム」事業の実施
・社会教育関係団体などが区役所と協働して家庭教育に関する学習会を実施

セ　個人・世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

区民一人ひとりへの生涯学習の振興
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担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66022

生涯学習推進事業
（区における生涯学習推進事業、生涯学習ルーム事業、家庭教育充実事業）

10

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

生涯学習ルームの講座数　/　生涯学習ルームの参加者数

現状では難しい。

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 60／10,000 60／10,000 60／10,000

実績値 72／ 　　　　 62／13,605 74／16,432

60／10,000

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値

地域における学習機会の増加につながっている。

A-4、Ｂ、Ｅ

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

個々の事業については、民間事業者による提供もあり、区役所の関与のあり方について検討が必
要。

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1
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担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66022

生涯学習推進事業
（区における生涯学習推進事業、生涯学習ルーム事業、家庭教育充実事業）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

出資団体委託
（予算額）

内
訳

17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

市
費

予算額

特
定
財
源

内
訳

委託契約、予算決算、各小学校や区・市各社会教育関係団体・各施設との連絡調整、生涯
学習ルーム事業等の環境整備

生涯学習事業等は、地域の教育資源や社会教育関係団体と協働して実施している。ルームフェス
ティバル等の事業運営は、「大阪市生涯学習推進員旭区連絡会」と協働して実施している。

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料（１，１６０）　報償費（１，２７３）　その他（５９）

2,492   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 2,492   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料（１，１４５）　報償費（１，００９）　その他（６）

2,160   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 2,160   千円

2,770   千円
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担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66022

生涯学習推進事業
（区における生涯学習推進事業、生涯学習ルーム事業、家庭教育充実事業）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

仕分けの適否 対象外

H21年度の担当部署名

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

旭区役所　人権生涯学習担当

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

1号 1.0        人

2号

3号 0.1        人

その他

合　計 1.1        人

再任用・非常勤嘱託

1号 1.0        人

2号

3号 0.1        人

その他

合　計 1.1        人

再任用・非常勤嘱託
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性
〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66023

小学校区教育協議会－はぐくみネット事業－
（はぐくみネット事業）

　学校・家庭・地域が一体となって地域全体で子どもを守り育てるため、区内小学校区ごとに「小学校区教育協議
会－はぐくみネット－」を設置し、次の事業を実施する。
（１）情報収集・情報提供
　　・学校教育や地域の生涯学習・生涯スポーツの情報等を掲載した情報誌の発行等
（２）学校と地域をつなぐ観点で学校教育を支援
　　・学校教育にかかわるボランティアの導入等
（３）地域における教育コミュニティづくり
　　・「見守り隊」など子どもの安全を見守る取組みの実施
　　・休日や放課後に子どもと大人が交流する取組みの実施等

イ　法人・団体（ＮＰＯ等市民活動団体）　カ　個人・世帯（児童・生徒）　シ　個人・世帯（地域による
限定）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

学校・家庭・地域が一体となって、子どもを守り育てる「教育コミュニティづくり」をめざす。

（１）情報収集・情報提供
　　・学校教育や地域の生涯学習・生涯スポーツの情報等を掲載した情報誌の発行等
（２）学校と地域をつなぐ観点で学校教育を支援
　　・学校教育にかかわるボランティアの導入等
（３）地域における教育コミュニティづくり

b　市民が基本的な生活を営むうえで必要な生活環境水準の維持・確保を目的とした事
務事業であるため

　『青少年育成施策大綱』（平成15．12．9閣議決定）
　2 基本理念
　　③4 年齢期ごとの施策の基本的方向
　　④地域次世代育成支援行動計画
　4(1)子どもは地域の宝であり、学校・家庭・地域が一体となって、地域全体で子どもを守り育てることが重要であ
る。登下校の見守り活動や、授業やクラブ活動への地域人材の活用、学校行事へのボランティア参加など、さまざ
まな学校教育を支援する活動を効果的に推進するためには、学校との連絡調整のみならず、中核を担うはぐくみ
ネットコーディネーター等への啓発や研修など継続的な活動支援が必要であるため。

8　市民活動支援業務

　はぐくみネット事業は、事務局の要として連絡調整などを行う市民ボランティア（はぐくみ
ネットコーディネーター）および同コーディネーターが中心となって、各地域で学校教育を支
援する人材の発掘や、活動の企画・運営を行っており、今後とも直接実施していくべき「市
民活動支援業務」に該当する。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

相手方：各小学校区教育協議会－はぐくみネット－
理　由：各小学校区のＰＴＡや地域諸団体、学校関係者等で構成されており、地域におけ
る学校教育支援や教育コミュニティづくりの中心的な組織であるため。

　学校教育を支援する「はぐくみネット」が廃止となれば、地域全体で子どもを守り育む活動
が衰退する恐れがある。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66023

小学校区教育協議会－はぐくみネット事業－
（はぐくみネット事業）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

　学校教育を支援する活動は、全小学校区で取り組むべき課題である。各小学校区の独自
性にまかせることは可能とは思われるが、その場合、活動が衰退する小学校区が増えるこ
とが危惧される。

はぐくみネットコーディネーター委嘱者数　/　学校教育を支援事業および教育コミュニ
ティづくり事業

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 ３０／１００ ３０／１００ ３０／１００

実績値 ３９／１１５ ３９／１０５ ４１／　　　

３０／１００

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値

　はぐくみネットコーディネーターの養成・委嘱、また研修・実践交流により、はぐくみネット
コーディネーターを中核として、学校教育を支援する地域人材が発掘でき、ボランティア数
が増えている。

A-4、Ｂ、Ｅ

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

・「はぐくみネットコーディネーター」の育成を一定終えた段階で、区役所に予算移管するなど学校と区
役所の連携を強化するとともに、この事業に限らず関係する事業を含めて、区役所、学校、地域の役
割についてあり方を再構築する必要がある。

Ｈ１４ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

出資団体委託
（予算額）

内
訳

17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

市
費

予算額

特
定
財
源

内
訳

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66023

小学校区教育協議会－はぐくみネット事業－
（はぐくみネット事業）

委託契約、予算決算、各学校や市との連絡調整

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

報償費（２００）　　その他（１０）　　委託料（１，６７５）

1,885   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 1,885   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

報償費（７５）　　その他（１３）　　委託料（１，５２０）

1,608   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 1,608   千円

2,010   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66023

小学校区教育協議会－はぐくみネット事業－
（はぐくみネット事業）

1号 0.2        人

2号

3号 0.3        人

その他

合　計 0.5        人

再任用・非常勤嘱託

1号 0.2        人

2号

3号 0.3        人

その他

合　計 0.5        人

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

旭区役所　人権生涯学習担当

仕分けの適否 対象外
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性
〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66024

人権関係事業（区における人権啓発推進事業、区における人権にかかる相談事業、PTA社
会教育団体人権学習会事業）

人権映画会、人権講演会、区民まつり等での啓発活動、人権啓発推進員研修会の実施。

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

市民組織と行政が連携して、地域に密着した人権啓発活動を行うことにより、区民一人ひと
りの人権意識の普及・高揚をはかり差別や偏見のない人権尊重の明るいまちづくりを推進
する。

人権映画会、人権講演会、区民まつり等での啓発活動、人権啓発推進員研修会の実施

a　法律等の規定により義務付けられている事務事業であるため　(根拠法令等の明示)

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、並びに大阪市人権尊重のまちづくり条例に
基づき、市民の人権意識の向上に関する事業や人権尊重のまちづくりを推進する必要があ
る。

1　法令の規定により行政が直接実施しなければならない業務

　本市は、大阪市人権尊重の社会づくり条例に謳われているように、市民の人権意識の高揚等人権
啓発に関する事業、人権問題に関する情報の収集及び提供並びに相談ネットワークづくりその他の
人権尊重の社会づくりを推進するために必要な事業を行うこととされている。
　また、人権啓発に関する事業を行うに当たっては、大阪市人権啓発推進協議会及び各区の人権啓
発推進協議会又は人権啓発推進会との連携を図るものとされている。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはその
構成員である。

区人権啓発推進協議会

廃止することにより、人権問題への理解や関心が薄れ、結果的に人権尊重の意識が低下
する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66024

人権関係事業（区における人権啓発推進事業、区における人権にかかる相談事業、PTA社
会教育団体人権学習会事業）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

「大阪市人権尊重の社会づくり条例」や「大阪市人権教育・啓発推進計画」などに基づいた
市事業であるため自助・共助による補完を行う性質のものではない。

事業実施数　/　事業への参加者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 20/4,000 22/3,800 23/3,500

実績値 16/3,327 １７/2,557 21/2,846

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値

事業によっては参加者数のばらつきはあるものの、募集人数を上回る応募があることから
人権啓発事業に対する関心の高さがある。

A－４   B

ア.短期(Ｈ22～23)

e　市実施（要改善）

啓発普及事業については、生涯学習関係事業と一体的に取り組むことが効果的であるとともに、相談
事業については効率的な体制の構築に取り組む必要がある。

S54 ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

10/28



1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

出資団体委託
（予算額）

内
訳

17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

市
費

予算額

特
定
財
源

内
訳

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66024

人権関係事業（区における人権啓発推進事業、区における人権にかかる相談事業、PTA社
会教育団体人権学習会事業）

事業の企画調整、進行管理、予算・契約

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料（５，８４１）　　報償費（１７４）　　その他（４２）

6,057   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 6,057   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料（３，９８４）　　報償費（１７４）　　その他（３６５）

4,523   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 4,523   千円

11,220   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66024

人権関係事業（区における人権啓発推進事業、区における人権にかかる相談事業、PTA社
会教育団体人権学習会事業）

1号 1.4        人

2号

3号 0.4        人

その他

合　計 1.8        人

再任用・非常勤嘱託

1号 1.4        人

2号

3号 0.4        人

その他

合　計 1.8        人

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

旭区役所　人権生涯学習担当

仕分けの適否 対象外

12/28



資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性
〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

「区青少年育成推進会議」は、区内の各種団体及び各行政機関で組織されており、設立当時より
青少年育成区民大会・「子ども１１０番の家」事業等を実施しているところである。
　そのため、本事業を区レベルで総合的に企画・実施でき、青少年の状況や健全育成に関わる事
業にも精通しており、効果的な事業実施を図ることができる唯一の団体であるため。

社会全体で青少年の健全育成に取り組む必要があり、側面からの支援は必要であるた
め、事業を廃止した場合、青少年の健全育成に支障が出る。

カ　個人・世帯（児童・生徒）　ス　個人・世帯（その他）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

保護者、「こども１１０番の家」事業協力家庭

　青少年の健全育成・非行防止と子どもの保護・安全の強化、犯罪の未然防止を図るた
め、各種事業を実施し、区民一人一人の意識高揚を図り、安心して暮らし続けることのでき
るまちづくりに資することを目的とする。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66025

青少年育成推進事業
（青少年育成区民大会・区青少年育成推進会議・青少年のための研修会・子ども110番の家）

 区内の青少年の健全育成と保護・安全の強化、犯罪の未然防止のための組織として、青
少年育成推進会議を設置し、区民大会を開催することにより社会全体で次世代を担う青少
年を育成する機運を醸成する。また地域と行政が協力して「こども１１０番の家」事業を実施
する。

・区民大会の開催
・区青少年育成推進会議の運営
・保護者向け研修会の実施
・青少年健全育成大会の実施
・「こども１１０番の家」事業の実施

h　その他

青少年の健全育成は、社会全体で責任を持つべき性質のものであり、家庭、地域、学校、
行政、企業等がそれぞれの立場で推進していくものである。

8　市民活動支援業務

家庭・地域・学校・企業等との連携が必要であり、その連絡調整には区が主体となり、行っ
ていく必要があるため。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66025

青少年育成推進事業
（青少年育成区民大会・区青少年育成推進会議・青少年のための研修会・子ども110番の家）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

Ｈ１０ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

できるだけ地域住民主体の活動に拡充していくとともに個々の事業については費用対効果
を見極めながらより効果的な取組みとなるよう見直しを図っていく。

さまざまな取組みを実施することにより地域全体で子どもの安全を守るという意識が高まっ
てきている。

Ｂ   E

実績値

目標値

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 500 500 470

目標値 700 700 700

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

自助・共助では完結しない。

行事の参加者数
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

出資団体委託
（予算額）

内
訳

17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

市
費

予算額

特
定
財
源

内
訳

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66025

青少年育成推進事業
（青少年育成区民大会・区青少年育成推進会議・青少年のための研修会・子ども110番の家）

374   千円

基金繰入金

差引一般財源 311   千円

起債（一般債）

起債（特別債）

使用料・手数料

諸収入等

311   千円

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 383   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料

起債（特別債）

基金繰入金

諸収入等

起債（一般債）

府支出金

使用料・手数料

委託料

383   千円

国庫支出金

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

予算・委託契約
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66025

青少年育成推進事業
（青少年育成区民大会・区青少年育成推進会議・青少年のための研修会・子ども110番の家）

旭区役所　人権生涯学習担当

仕分けの適否 対象外

0.1        人

再任用・非常勤嘱託

3号

その他

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

1号 0.1        人

2号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.1        人

合　計

1号 0.1        人

2号

3号

その他
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性
〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66026

青少年指導員活動推進事業
（青少年非行防止活動、青少年指導員養成（区研修分）、青少年指導員区活動）

①青少年の健全育成事業
②青少年の非行防止事業
③青少年指導員の資質向上に関する事業の実施
④地域ごとの夜間巡視

カ個人・世帯（児童・生徒）　キ個人・世帯（学生）　ス個人・世帯（その他）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

青少年指導員

地域における青少年非行を未然に防止し、青少年の健全な育成を図る。

①青少年の健全育成事業
②青少年の非行防止事業
③青少年指導員の資質向上に関する事業の実施
④地域ごとの夜間巡視

h　その他

青少年指導員は、地方青少年問題協議会設置法に基づき条例で設置した大阪市青少年
問題協議会の会長（大阪市長）から委嘱している。

8　市民活動支援業務

地域と一体となって行政が責任をもって、青少年の健全育成を進める必要があるため。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

区青少年指導員連絡協議会は、大阪市長が委嘱した青少年指導員により構成されてお
り、青少年の健全育成及び非行防止活動に対し、高い理念と責任感をもって、恒常的な
活動を行っている区内での唯一の団体であるため。

青少年指導員の活動に支障をきたす。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66026

青少年指導員活動推進事業
（青少年非行防止活動、青少年指導員養成（区研修分）、青少年指導員区活動）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

単独では難しい。

街頭指導・巡回指導数／指導員のべ参加人数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 12/600 12/600 12/720

実績値 10/666 10/666 12/710

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値

青少年指導員の活動を定着化し、非行防止の啓発や意識向上につながっている。

E

イ.中期(Ｈ24～27)

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）

　青少年の健全育成・非行防止と犯罪の未然防止は、家庭、地域、学校等がそれぞれの立場で推進
していくものであり、今後も社会全体で次世代を担う体制を構築する必要がある。

S４８ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

出資団体委託
（予算額）

内
訳

17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

市
費

予算額

特
定
財
源

内
訳

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66026

青少年指導員活動推進事業
（青少年非行防止活動、青少年指導員養成（区研修分）、青少年指導員区活動）

委託料

298   千円

差引一般財源 334   千円

予算・委託契約

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料

334   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 298   千円

379   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66026

青少年指導員活動推進事業
（青少年非行防止活動、青少年指導員養成（区研修分）、青少年指導員区活動）

1号 0.1        人

2号

3号

その他

合　計 0.1        人

再任用・非常勤嘱託

1号 0.1        人

2号

3号

その他

合　計 0.1        人

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

旭区役所　人権生涯学習担当

仕分けの適否 対象外
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性
〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

・区成人の日実行委員会
青少年の健全育成と非行防止活動の推進、女性の教養・生活・地位の向上、社会教育の振興などを目的とし、永
らく地域活動を推進している区内各関係団体で実行委員会を構成している。（区青少年指導員連絡協議会・区青
少年福祉委員連絡協議会・区地域女性団体協議会・区地域振興会・区ＰＴＡ協議会）これらの団体は、地域の実
情に精通していることから円滑で効果的な実施を図ることができるため。

・青少年に関わる各種団体等のみでは事業を実施することができないため。

･区の特性を活かした成人の日記念のつどいを開催

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはその
構成員である。

h　その他

昭和31年12月10日付け、『文部省文部事務次官通達「成人の日」の行事について』により、
市が関与する必要性がある。
　　① 趣旨「成人の日」の式は、成年に達した男女青年の新しい門出を祝福するとともに、
　　　　成人になろうとする青少年にもその喜びを分かち、将来の幸福を祈念する厳粛で
        あたたかみのあふれたものにする。
　　② 行事
　　　　ア主催市町村教育委員会、市町村とし、その他の関係の機関、団体等これらに
　　 　　 加わることが望ましい。

8　市民活動支援業務

・様々な団体との連携を図りながら、企画・運営にあたる人材が育ってきていないため、連
絡調整のためにも区が主体となる必要がある。

ス　個人・世帯（その他）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

平成元年４月２日～平成２年４月１日までに出生した区内居住者。

・成人になった自覚と社会に対して責任を持てる青年の育成。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66027

成人の日のつどい事業
（成人の日のつどい）

・成人の日に「成人の日のつどい」を開催することにより、おとなになったことの自覚を促し、
自ら生き抜こうとする青年を祝い、励ますことを目的に実施する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66027

成人の日のつどい事業
（成人の日のつどい）

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

・自助・共助で行うことは困難。

実行委員会の開催日数　/　成人の日のつどい参加者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値 ３/９５２ ３/９２７ ３/９１３

実績値 ３/６７０ ３/６４２ ４/６１４

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値

・新成人が、地域の団体の協力をえて、一定参加していることから、大人になったことの自
覚を促すとともに、地域住民が新成人を祝い励ます機会の提供として有効である。

B　E

イ.中期(Ｈ24～27)

e　市実施（要改善）

・限られた予算の中で、参加率をあげるよう新成人の意思に応じて事業手法の見直しを行う必要があ
る。

Ｓ３１ ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

出資団体委託
（予算額）

内
訳

17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

市
費

予算額

特
定
財
源

内
訳

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66027

成人の日のつどい事業
（成人の日のつどい）

委託料（１３６）　　その他（１１１）

247   千円

国庫支出金

府支出金

差引一般財源 296   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

起債（特別債）

基金繰入金

府支出金

使用料・手数料

事業企画立案、委員会の運営、予算・契約

アイアップへの事業委託（１００千円：ただし20年度実績）

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料（１３６）　　その他（１６０）

296   千円

国庫支出金

諸収入等

起債（一般債）

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 247   千円

243   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66027

成人の日のつどい事業
（成人の日のつどい）

1号 0.4        人

2号

3号

その他

合　計 0.4        人

再任用・非常勤嘱託

1号 0.4        人

2号

3号

その他

合　計 0.4        人

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

旭区役所　人権生涯学習担当

仕分けの適否 対象外
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性
〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66028

区民レクリエーション事業

スポーツ振興法第７条に基づき、区民のスポーツ・レクレーションに対する多様なニーズに
対応し、区民にスポーツレクレーションに触れる機会を提供するとともに、継続的なスポーツ
活動を奨励する。

セ　個人・世帯（対象者限定せず）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

区内各地域におけるスポーツ・レクレーションに対する多様なニーズに対応し、多くの区民
にスポーツ・レクレーションに触れる機会を提供すると共に、継続的なスポーツ活動を奨励
し、生涯スポーツの振興を図る

区民スポーツ大会（卓球、野球、テニス、ソフトボール、ゲートボールなど）、ハイキングやウ
オーキング等の実施

h　その他

スポーツ振興法第７条において、ひろく市民が自主的かつ積極的に参加するできるようなス
ポーツ行事を実施するように努め、かつ、団体その他のものが行事実施するよう奨励する
必要がある。

8　市民活動支援業務

スポーツ振興法により、スポーツ行事の実施及び奨励を行う必要があるため。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

区体育厚生協会、体育指導員協議会
市民に体育とレクレーションを普及奨励し、健全明朗な心身の育成を図ることを目的として、設立さ
れた団体の大阪市体育厚生協会とその下部組織である区体育厚生協会が配置されている。ま
た、スポーツ振興法並びに大阪市体育指導委員規則に基づき、大阪市教育委員会より委嘱されて
いる体育指導委員の安定した活動の場の供出の必要がある。

多くの幅広い区民に定着している事業となっているため、区民が手軽にスポーツ・レクレー
ションに触れる機会が減少し、継続的な健康づくりと体力づくり等の活動が低下する。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66028

区民レクリエーション事業

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

団体の自主活動だけでは財源がなく、現在の事業水準を維持するのは難しい

事業数　/　事業への参加者数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値 17/4491

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

目標値

実績値

区民のスポーツ・レクレーションに触れる機会の増加や継続的なスポーツ活動の奨励につ
ながっている。

A-4

イ.中期(Ｈ24～27)

実施事業における受益者負担の導入などを検討し、運営面における自立的な事業実施をめざす。

H20 ・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

d　市実施（民間活用拡大、市民等との協働化）
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

出資団体委託
（予算額）

内
訳

17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

市
費

予算額

特
定
財
源

内
訳

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66028

区民レクリエーション事業

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

使用料・手数料

委託料

847   千円

国庫支出金

府支出金

委託契約、予算決算

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 847   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料

500   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 500   千円

847   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　人権生涯学習担当

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66028

区民レクリエーション事業

1号 0.1        人

2号

3号 0.1        人

その他

合　計 0.2        人

再任用・非常勤嘱託

1号 0.1        人

2号

3号 0.1        人

その他

合　計 0.2        人

再任用・非常勤嘱託

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

旭区役所　人権生涯学習担当

仕分けの適否 対象外
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資料２　〔事務事業シート〕 平成21年度　　
担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

1

2

3

9

１０名から２０名規模で３０分程度の体操（筋力向上トレーニング）を週１～２回定例的かつ
継続的に実施

b　市民が基本的な生活を営むうえで必要な生活環境水準の維持・確保を目的とした事
務事業であるため

高齢社会を向えた現在、高齢者が手軽に参加でき筋力向上を通じて個人の健康づくり（介
護予防）と地域コミュニティづくりへの寄与

将来的には民間の保健師・看護師とリーダーでも行い得るもので、例えば老人保健施設
（介護老人保健施設）や特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）などで実施可能で影響
はないものといえる

この「旭区高齢者いきいき生活推進プロジェクト」に参加、かつ一定の継続した個人、グ
ループなどでリーダー的役割を進んで行っていただく方

66029

旭区高齢者いきいき生活推進プロジェクト（新）

区民、区内地域関係団体・関連施設との協働で、「いきいき百歳体操」を定期的に実施する
「いきいき百歳体操の会」の育成支援に取り組み、高齢者の健康づくりと地域交流、地域コ
ミュニティの活性化をめざす。

高齢者を対象にした健康づくり、と具体に「いきいき百歳体操」を通じた地域コミュニティづく
りへの寄与

市
が
関
与
す
る
必
要
性

Ｂ－２　【導入可能性あり】協働の主な相手は。個人としての市民、NPO、ボランティア団
体、企業、大学等である（別表に示す団体もしくはその構成員を除く。）。

8　市民活動支援業務

区民、区内地域関係団体・関連施設との協働で、「いきいき百歳体操」を定期的に実施し、
「いきいき百歳体操の会」の育成支援に取り組み、高齢者の健康づくりと地域交流、地域コ
ミュニティの活性化をめざしつつ、当面は行政がリーダー的役割を果たすことが重要。

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

ク　個人・世帯（高齢者）
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担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

1

2

66029

旭区高齢者いきいき生活推進プロジェクト（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

13 見直しの計画

年度

無し

Ｈ１８ Ｈ１９

「いきいき百歳体操」参加地域団体・施設

目標値

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）

H21

３ケ所

f　市実施（事業規模の拡大）

Ａ－３

イ.中期(Ｈ24～27)

Ｈ２０

実績値

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

実績値

目標値

Ｈ１８ Ｈ１９

体験者450名　継続者50名　連絡会実施回数１回

Ｈ２０

いきいき百歳体操体験者数・継続者数・スタッフ連絡会実施回数

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

1
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担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

1

2

66029

旭区高齢者いきいき生活推進プロジェクト（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

事業の企画調整、予算決算

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

起債（特別債）

(2)
Ｈ
21
年
度

使用料・手数料

府支出金

903   千円

市単独事業

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

国庫支出金

市
費

起債（一般債）

差引一般財源

基金繰入金

差引一般財源

基金繰入金

903   千円

報償費（１６）　　その他（８８７）

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

国庫支出金

事業の区分

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

0   千円
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額 0   千円

特
定
財
源

諸収入等内
訳

内
訳

予算額

起債（特別債）市
費

特
定
財
源

諸収入等
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担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

1

2

66029

旭区高齢者いきいき生活推進プロジェクト（新）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

再任用・非常勤嘱託

2号

その他

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

仕分けの適否 対象外

合　計

2号

0.1        人

0.1        人

その他

H21年度の担当部署名 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.0        人

3号

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

1号

3号

再任用・非常勤嘱託

1号

合　計
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

区アクションプラン推進支援事業経費
（地域福祉アクションプラン推進事業）

「大阪市地域福祉計画」に基づき、地域と協働して策定した「地域福祉アクションプラン」の
推進のための支援を行う。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66030

区役所と区社会福祉協議会が連携し、各地域の組織強化・活性化を促進し、地域ネット
ワークづくりの積極的な推進を目指す。

･地域課題の解決に向け、住民同士の情報交換、意見交換の機会を設ける。
・アクションプランの周知に努める。

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

8　市民活動支援業務

「大阪市地域福祉計画」に基づき、地域と協働して地域課題の解決に取り組む必要がある
ため。

h　その他

福祉のまちづくりを実現していくためには、行政と住民とが協働して地域の福祉力を高める
よう取り組む必要がある。

「地域アクションプラン」は地域住民と協働して推進しており、「大阪市地域福祉計画」に沿っ
た事業進捗ができなくなる。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

「地域福祉アクションプラン」を推進するにあたり、各地域の社会福祉協議会や民生委員
協議会をはじめとした各種団体との連携を深める必要があるため。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

区アクションプラン推進支援事業経費
（地域福祉アクションプラン推進事業）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66030

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

アクションプランを推進するための各種取組みには行政の支援が必要である。

目標値 5 5 5

推進委員会開催回数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 7 4 5

5

定量的に測定することができない

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値

目標値

イ.中期(Ｈ24～27)

e　市実施（要改善）

限られた財源のなか、市民主体で進めていく事業に区が関与する内容について、費用対効果の観点
から精査を行う必要がある。

地域課題の解決に向け、地域の交流を深め、地域住民との情報交換を通じて、課題の整
理・把握ができる。

Ａ－４

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

Ｈ16
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

区アクションプラン推進支援事業経費
（地域福祉アクションプラン推進事業）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66030

－

イベント開催・運営にはボランティアも関与している。

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

事業の企画調整、予算決算、推進委員会の運営、関係機関との連絡調整

区社会福祉協議会　４０６千円

－

使用料・手数料

諸収入等

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

委託料

618   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 618   千円

国庫支出金

府支出金

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

406   千円

508   千円

差引一般財源

委託料

406   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

区アクションプラン推進支援事業経費
（地域福祉アクションプラン推進事業）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66030

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.3        人1号

2号

その他

0.3        人合　計

3号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.3        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

1号 0.3        人

2号

旭区保健福祉センター　保健福祉担当

仕分けの適否 対象外
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

高齢者福祉月間行事

毎年度100歳到達の高齢者に、健康福祉局として総理大臣の祝状と記念品（銀杯）を贈呈。
平成20年度から局事業が移管され区の新規事業として実施。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66031

100歳を迎える高齢者に、長寿を祝い、かつ多年にわたり社会の発展に寄与されたことを感
謝し、高齢者福祉の関心と理解を求め、長寿意欲を高める。

市、区社協の敬老のお祝いに協働で、100歳の高齢者にお祝いの言葉・記念品を届ける。

ク　個人・世帯（高齢者）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

8　市民活動支援業務

厚生労働省より100歳の表彰状および銀杯を贈呈する必要があるため。

e　民間でもサービス提供がなされているが、民間だけでは市全域にわたって必要なサー
ビスの質・量らが確保できないため、これを補完する事務事業であるため

老人福祉法第5条・厚生労働省の「老人の日・老人週間」キャンペーン要綱にもとづく事業

長寿への高齢者の意欲が薄れる影響がある。

Ａ－１　【市民協働目的または導入済み】協働の主な相手は、別表に示す団体もしくはそ
の構成員である。

相手方：社会福祉協議会
理　 由：大阪市と大阪市社会福祉協議会、大阪市老人クラブ連合会が協働で大阪市高
齢者福祉月間実施要綱にもとづき老人の日のキャンペーンを実施しており、協働で実施
することで効果が高まる。
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

高齢者福祉月間行事

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66031

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

行政が長寿を祝う行事であるため、自助･共助により行うことは困難である。

目標値 15 21 11

百歳長寿者訪問希望者数・訪問数

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値 15 21 11

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値

目標値

ア.短期(Ｈ22～23)

e　市実施（要改善）

局･区社会福祉協議会でも同趣旨の事業を行っており、事業費の削減の中、大阪市として統一的、効
果的に実施される工夫が必要。」

100歳到達の高齢者へのお祝いは、長寿の意欲向上には有効である。

Ｂ　　Ｅ

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）1

Ｓ４０
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

高齢者福祉月間行事

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66031

－

－

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

調査・集計

－

－

使用料・手数料

諸収入等

市単独事業

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

その他

156   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 156   千円

国庫支出金

府支出金

諸収入等

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

107   千円

68　 千円

差引一般財源

その他

107   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区保健福祉センター　保健福祉担当

高齢者福祉月間行事

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66031

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.1        人1号

2号

その他

0.1        人合　計

3号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.1        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

1号 0.1        人

2号

旭区保健福祉センター　保健福祉担当

仕分けの適否 対象外
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資料２　〔事務事業シート〕 平成21年度　　
担当： 旭区役所  総務担当

1

2

3

9

パーテーション等により、面談・相談ブースを設置する。

g　行政内部の運営管理業務であるため

庁舎を管理する観点から、来庁者の個人情報の保護及び安全確保が必要である。

来庁者の個人情報の保護及び安全確保が困難である。

庁舎内での面談・相談ブースの設置であり、市民協働は困難と考える。

66032

区役所窓口における個人情報保護事業（面談ブースの設置）

区役所窓口における個人情報の保護のため面談・相談ブースを設置する。

保険年金担当・生活支援担当の窓口では、市民への長時間の相談対応として、待合スペー
スに長机を置き、臨時の相談場所とする場合など仮説的に設置しているが、個人情報が他
の待合者に聞こえる可能性もある。また、安全面等に充分配慮したものとは言えず、新たに
相談・面談ブースを設置することにより、個人情報の保護及び安全性を確保し市民が安心
して相談ができる。

市
が
関
与
す
る
必
要
性

Ｃ－１　【導入困難】事務事業の性質上、市民協働の導入が不可能である。

5　危機管理のため行政の責任において直接実施すべき業務

庁舎を管理する観点から、来庁者の個人情報の保護及び安全確保が必要である。

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

セ　個人・世帯（対象者限定せず）
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担当： 旭区役所  総務担当

1

2

66032

区役所窓口における個人情報保護事業（面談ブースの設置）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

13 見直しの計画

年度

無し

Ｈ１８ Ｈ１９

来庁者の個人情報の保護及び安全性

目標値

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）

Ｈ21

来庁者の個人情報の保護及び安全性の確保

来庁者の個人情報の保護及び安全の確保にとって有効である。

平成21年度において事業が完了。

e　市実施（要改善）

F

平成21年度地域還元予算での事業であり、いずれにもあてはまらない。

ア.短期(Ｈ22～23)

Ｈ２０

実績値

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

実績値

目標値

Ｈ１８ Ｈ１９

保険年金担当・生活支援担当の窓口において面談・相談ブースを設置

Ｈ２０

保険年金担当・生活支援担当の窓口における面談・相談ブースの設置

庁舎管理上の事業であり、自助・共助による補完は不可能である。

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

H21

0
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担当： 旭区役所  総務担当

1

2

66032

区役所窓口における個人情報保護事業（面談ブースの設置）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

―

保険年金担当・生活支援担当の窓口に相談・面談ブースを設置する。

―

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

起債（特別債）

(2)
Ｈ
21
年
度

使用料・手数料

府支出金

0   千円

969   千円

―

市単独事業

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

0   千円

国庫支出金

0   千円

市
費

起債（一般債）

差引一般財源

基金繰入金 0   千円

差引一般財源

基金繰入金

969   千円

その他

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

国庫支出金

事業の区分

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分

0   千円
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額 0   千円

特
定
財
源

諸収入等内
訳

内
訳

予算額

起債（特別債）

―

市
費

特
定
財
源

諸収入等
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担当： 旭区役所  総務担当

1

2

66032

区役所窓口における個人情報保護事業（面談ブースの設置）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

再任用・非常勤嘱託

2号

その他

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

仕分けの適否 対象外

合　計

0.1        人

2号

0.1        人

その他

H21年度の担当部署名 旭区役所  総務担当

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

0.0        人

3号

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

1号

3号

再任用・非常勤嘱託

1号

合　計
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資料２　〔事務事業シート

1

2

3

9

市
が
関
与
す
る
必
要
性

(1)目指す成果

〔何をどのような状態に
もっていくのか記載して下
さい。〕

(2)手段

〔どのような方法で行うの
か、出来るだけ分かりやす
く記入して下さい。〕

分類

必要性

〔分類を選択したうえで、
市が関与する必要性を記
入してください。〕

5

6

事
務
事
業
目
的

7

実施主体の妥当性

〔下欄には、直接実施する妥当
性を記入して下さい。〕

公助(市の施策)廃止の
影響

〔事業を廃止した場合、誰にど
のような影響が生じるのか〕

8

市民協働

〔下欄には、Ａ－１～３、B－１～
３については協働の相手方及
びその相手方を協働の相手方
とした（する）理由を、C－１～３
については協働が困難な理由
を記入して下さい。〕

事務事業内容
(「資料１」の事務事業内容）

事務事業の対象者（3つ
まで回答可）

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

4

平成21年度　　
担当： 旭区役所　総務担当

区役所階段における安全確保事業(手摺の設置）

区役所階段における安全を確保するための手摺を設置する。

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66033

当区役所の階段には手摺が片方にしかなく、その状態で１日１０００人以上の市民が利用し
ている。利用者の安全性を確保するため、もう一方にも手摺を設置する。

手摺設置予定場所
・区役所東側階段1階から3階までの間（中2階及び中3階の踊り場を含まない）
・区役所中央階段地階1階から3階までの間（中2階及び中3階の踊り場を含まない）

ソ　特定せず

エ　法人・団体（その他）、
ス　個人･世帯(その他)を選
択した場合の詳細

5　危機管理のため行政の責任において直接実施すべき業務

庁舎を管理する観点から、来庁者の安全確保が必要である。

g　行政内部の運営管理業務であるため

庁舎を管理する観点から、来庁者の安全確保が必要である。

来庁者の安全確保が困難である。

Ｃ－１　【導入困難】事務事業の性質上、市民協働の導入が不可能である。

庁舎内階段の手摺設置であり、市民協働は困難と考える。

5/8



1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

10

13 見直しの計画

年度

無し

自助･共助による補完の
可能性
〔廃止したことにより支障が生じ
る場合、自助、共助で補うこと
はできないのか〕

15

事
務
事
業
期
間

(2)終了(予定)
　　年度

自己事業仕分けの判定
〔下欄には、上の選択を踏ま
え、その内容、規模、理由等
を詳細に記入してくださ
い。〕

14

12

有効性
〔市が事業を実施すること
について、各指標、実績を
踏まえたうえで、その有効
性を具体的かつ簡潔に記
入して下さい。〕

活動指標

〔事業量を示す指標〕

成果指標

〔生み出された効果を計る
指標〕

事務事業の分類（複数選
択可）
〔分類で「Ａ-１　局経営方
針に掲げたもの」を選択した
場合は経営方針番号を、「F
いずれにもあてはまらない事
業」を選択した場合、その理
由・根拠等を具体的に記載し
て下さい。〕

11
有
効
性

(1)開始年度

担当： 旭区役所　総務担当

区役所階段における安全確保事業(手摺の設置）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66033

指標の説明

Ｈ21計画

指標の説明

Ｈ21計画

経営方針番号

庁舎管理上の事業であり、自助・共助による補完は不可能である。

目標値

区役所階段における手摺の設置

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値

区役所階段において手摺を設置

来庁者の安全性

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

実績値

目標値

ア.短期(Ｈ22～23)

e　市実施（要改善）

平成21年度において事業が完了。

来庁者の安全性の確保

来庁者の安全性の確保にとって有効である。

F

平成21年度地域還元予算での事業であり、いずれにもあてはまらない。

・開始年度は「S６３」もしくは「Ｈ２１」のように記入して下さい。

H21 ・終了年度は数値のみ記入して下さい。
・終了予定年度が無い場合は「年度」欄を空欄のままとして下さい。
（自動的に無しの欄に‘１’が反映されます。）0

Ｈ21
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

16

運
営
方
法

直営　(必須)　

その他（内容）

補助金支出

現
在
の
運
営
方
法

・運営方法が複数の場合
は、各々の分担が分かる
ように記入して下さい。

出資団体委託
（予算額）

民間委託（予算額）

(2)
Ｈ
21
年
度

市
費

事業の区分

(1)
Ｈ
20
年
度

経費の区分

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

節の分類（経費の区分
ア・イのみ）

予算額

経費の区分
17
事
業
費

(3)Ｈ19年度決算額

特
定
財
源

内
訳

内
訳

予算額

市
費

特
定
財
源

担当： 旭区役所　総務担当

区役所階段における安全確保事業(手摺の設置）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66033

―

―

・該当する運営方法欄に、具体的な内容を記載して下さい。該当しない箇所は「―」として下さい。
・委託等の場合は事業規模の目安とするため、予算額（21年度、単位：千円）を事項に追記して下さい。
・指定管理者制度や主に民間委託等による事業でも、業務量の多寡に関わらず直営の欄は必ず記入して下さ
い。
　　→「事業の企画立案」、「進行管理」、「委員会運営」、「予算・契約」など

区役所階段において手摺を設置する。

―

―

使用料・手数料

諸収入等

0   千円

国庫支出金

府支出金

使用料・手数料

起債（一般債）

起債（特別債）

基金繰入金

差引一般財源 0   千円

国庫支出金

府支出金

諸収入等

起債（一般債） 0   千円

起債（特別債） 0   千円

基金繰入金 0   千円

ア．経常経費のうち物件費　　（節の分類は下記参照　↓　）

281   千円

0   千円

差引一般財源

その他

281   千円
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1

2

項　目

事務事業番号
(「資料１」の事務事業番号)

事務事業名
(「資料１」の事務事業名）

19

20

事業仕分けの適否

〔◎、○を記入した場合、局とし
て、事業仕分けで議論いただき
たい論点を具体的かつ簡潔に
記入〕

H21年度の担当部署名

(1)H20年度

時点：平成20年10月１日

18

従
事
職
員
数

(2)H21年度

時点：平成21年5月1日

担当： 旭区役所　総務担当

区役所階段における安全確保事業(手摺の設置）

記　入　欄
・追加のシートを作成する場合には、記入欄を右側にコピーして作成してください。

66033

●当該事務事業を部長級以上を除く職員が年換算・何人で実施したことになるのかを職員別に記入してください。
●原則として、小数点第 ｌ 位までで記載してください。（小数点第２位を四捨五入する。）
●全事務事業の従事職員数総合計　＝　全職員数－派遣職員数－部長級以上職員数－庶務業務等の職員数
　　　　　　　　となるように必ず点検のうえ作成してください。

1号

2号

その他

0.0        人合　計

3号

合　計

再任用・非常勤嘱託

0.0        人

3号

その他

再任用・非常勤嘱託

1号

2号

旭区役所　総務担当

仕分けの適否 対象外
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